
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  



  
1 

 

    近年、少子高齢化や国際化の進展、経済の低迷など、 
社会経済環境が大きく変化する中、社会福祉に対する 
住民の意識も変化し、生活の安定を支える社会福祉制 
度への期待が高まっております。   
また、平成２９年１０月には、台風２１号の被害を 
受け、地域における助け合いや支え合いの精神が改め 
て重要であると再認識されたところであり、特に高齢 
者や障がい者など、どうしても災害に対して弱い立場 
の人たちに対して、迅速かつ的確に支援を行うために 
は、日常からの人と人とのつながりが大切です。  誰もが住み慣れた地域で、安心していきいきと暮らすことができる社会を実現するために
は、住民一人ひとりが地域住民としてのつながりを持ち、思いやりをもって共に支えあい、

助けあうという「ソーシャル・インクルージョン」の精神が求められます。 
本町では、平成２０年３月に「地域をつなぐ 思いやりの心が育む 温かいまち～共助に
よる 安全・安心の地域づくり～」を基本理念に掲げ、「第１期河南町地域福祉計画」を策
定し、人々が安心して快適に暮らせるよう、お互いを理解しながら共に支えあえる心豊かな

まちづくりに努めてまいりました。 
本計画は、社会情勢や地域福祉を取り巻く環境の変化に対応できるよう、５年に１度策定

を行うこととしており、この度、第２期計画の計画期間が終了することから、第３期計画を

策定する運びとなりました。 
第３期計画では、第１期計画及び第２期計画の基本理念を踏襲し、「みんなで安心して暮

らすことができる地域づくり」、「みんなが思いやりの心を持って助け合い・支えあう仕組

みづくり」、「みんながお互いを理解し、交流できるまちづくり」の３つを基本目標として

位置づけました。各々の基本目標の実現を目指して、地域社会で支えあう福祉活動の促進に

取り組んでまいります。 
最後に、計画策定にあたり、貴重なご提言をいただきました策定委員会委員の皆様及びワ

ークショップを通じてご意見をいただきました住民の皆様に心からお礼申し上げます。 
 

平成３０年３月 

河南町長 武田勝玄 



 

  



  

ご あ い さ つ 

  この度、河南町が発行する第３期河南町地域福祉計画と一体 

的に第３期河南町地域福祉活動計画を策定いたしました。 

両計画は河南町と河南町社会福祉協議会が地域福祉の推進を 

目指すものであり、地域住民の参加による福祉活動やそれに対 

する支援策などを位置づける必要があることから策定にあたっ 

て策定過程を共有し、相互に連携を図りました。 

急速な少子高齢化の進展や核家族化等に伴い、誰もが孤立す 

ることなく安心して暮らせる仕組みづくりがますます重要とな 

っています。また、支援を必要とするにも関わらず、近隣住民との人間関係の希薄化等により

適切に福祉サービスを受けることができない人々への支援にどう取り組むか、そして地域での

支えあいを更に充実していくため、年齢や障がいの有無に関係ない集い、交流できる地域の居

場所の充実もこれからの地域福祉に求められます。  この度の第３期計画を策定するにあたりまして、より多くの地域住民の声を集めるため 

石川・白木・河内・中村・大宝の５つの地区福祉委員会にお世話になり、ワークショップを地

域毎に行い、住民の皆様からのご意見も本計画に反映させていただきました。  この計画によって地域の福祉力の向上が図られ、誰もが住んで良かったと思える地域社会が
構築されるものと、期待しています。  また、今回は町の地域福祉計画と共に策定することにより、両計画の繋がりが深まり、計画
を一体的に進めやすくなりました。  今後は、行政・地域住民・関係機関にご協力いただき、本計画を一歩ずつ推進してまいりた
いと思いますので、引き続きご支援ご協力をよろしくお願いいたします。  最後に本計画策定にあたり、策定委員会の皆様、ワークショップ等にご協力いただきました
住民の皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

平成３０年３月 

                      社会福祉法人 河南町社会福祉協議会                              会  長  浅 野 雅 美 
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Ⅰ 地域福祉とは 

 

 １．地域福祉とは何か 

 

皆さんは、「福祉」という言葉で何を思いつきますか？ 

高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉などといった対象者ごとに区切られた「行政

などによるサービスの提供」という「福祉」を思いつくのではないでしょうか？しか

し、本来の「福祉」という言葉の意味は「幸福な生活」なのです。 

私たちが住んでいる地域を見渡すと、ひとり暮らしの高齢者、子育てに悩む親、障

がいのある人、何らかの支援を必要としている人やその家族など、誰もがみんな「幸

せ」になりたいと願っています。 

そして、私たちが住んでいる地域が「幸せな地域」になるためには、行政などによ

るサービスの提供だけでなく、地域の人たちがお互いに助け合い、支え合うことが大

切です。このように、地域の人たちをはじめ、ボランティアなどが「幸せづくりの担

い手」として、行政や福祉・保健・医療等の専門機関と力を合わせ、誰もが住み慣れ

た地域でいきいきと安心した生活を送れるように活動することが「地域福祉」なので

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域福祉のイメージ 

住民による支え合い 

地域の皆さんが福 

祉の受け手である 

と同時に、担い手 

としても活躍！ 

行 政 

民間 

事業者 

社会福祉 

施設 

行政などによるサービスだけで

は手の届きにくい部分（見守り

やちょっとした助け）を、地域の

人たちが互いに助け合い、支え

合っていくことを「地域福祉」と言

います。 

地域の人たちのすべてが社会に参加し、行政や民間事業者、社会福祉施設などと力を合わせて、 

住み慣れた地域の中で互いに支え合いながら、安心して暮らせる社会の実現をめざします。 

行政や民間事

業者などによる

サービス 

見
守
り
や
ち
ょ
っ
と 

し
た
助
け
が
必
要
な
人 
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２．地域福祉の必要性 

 

地域福祉とは私たちが住んでいる「地域」という場所に主眼を置き、「助け合い」 

「支え合い」「ふれあい」などといったキーワードで、地域に暮らす何らかの助けや

支援が必要な方たちがサポートしていくことです。 

これからのまちづくりはノーマライゼーション（※）の理念のもと、子どもから高

齢者まで、住民の誰もが住み慣れた地域で心豊かに安心して暮らせる基盤づくりが求

められています。こうした中で、河南町の地域福祉を考えるにあたっては、課題を抱

える人にのみ対処する限定的なものでなく、住民すべてが住み慣れた地域で心豊かに

安心して暮らせるという視点で考える必要があります。 

 

※ノーマライゼーション 

ノーマライゼーションとは、高齢者、障がいのある人、子ども、女性、男性

などすべての人々が人種や年齢、身体的条件に関わりなく、自分らしく生き、

仕事などを通じて社会参加ができること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭・地域社会の状況の変化 

ボランティア・ＮＰＯ活動による支援 

地域における「助け合いの仕組み」である地域福祉が必要 

例えば、見守りや声かけをしたり、相談・話し相手になったりするなど、

また特技を活かす、サロンを開設するなどが考えられます。 

行政などによるサービスだけでは、きめ細かな対応は難しい  地域の福祉力 
隣近所や自治会等の「顔の見える地域」づくり 

少子高齢化の進行、家族形態の多様化（三世代同

居の減少）による家庭介護機能の低下、近隣・地

域のつながりの希薄化など家庭・地域社会の状況

は変化しています。 

引きこもりがちな高齢者の増加や子育てに不安を

抱える親等の増加、また障がいのある人が気軽に

まちに出かけられないなど、地域で生活していく上

でのさまざまなニーズがみられます。 

増加・多様化する 

生活ニーズに 

どう対応するか？ 
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Ⅱ 地域福祉計画・地域福祉活動計画策定にあたって 

 

１．計画策定の背景と経緯 

 

   少子高齢化の進展や世帯人数の減少等に加え、社会経済情勢の変化とともに、

人々の暮らし方や働き方、価値観が多様化し、地域社会において人と人のつながり

が希薄化していると言われ、住民同士の助け合いによる課題解決が難しくなってい

ます。また、ひとり暮らし高齢者の買い物、通院などの移動手段不足の困りごとや

子育てに悩む保護者の孤独、子どもや高齢者に対する虐待、振り込め詐欺などの犯

罪被害の増加、孤立死や自殺等の問題、災害時要配慮者支援の対応など、地域の生

活福祉課題は多様化・複雑化そして深刻化してきています。 

   人と人のつながりの中で不安を取り除くことができることもあれば、困っている

ことを周りが早く気付くことで課題が複雑化・深刻化する前に解決することができ

るなど身近な支援が困っている人にとって望ましい支援になることもあります。 

   そのため、行政による福祉サービスを充実させることはもちろんのこと、住民ひ

とり一人がお互いの「支える」「支えられる」ことを意識し、地域の様々な課題に

対して、日頃地域のつながりの中で話し合い、それぞれができる範囲で主体的に関

わり、地域の様々な活動に参画し、支えあうことができれば、誰もが安心して暮ら

すための大きな力となります。地域福祉計画・地域福祉活動計画は、こうした取り

組みの総合的な推進を図るための計画です。 

   本町においては、平成 20年 3月に第 1期地域福祉計画を策定し、平成 25年

3月に第 2期地域福祉計画を策定しました。合わせて第 1期及び第 2期地域福祉

活動計画を策定し、地域のあらゆる人々の幸せを求め、解決していくために地域の

人々とともに活動を進めてきました。 
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２．計画の位置づけ 

 

 本計画は、社会福祉法第 107条に規定する市町村地域福祉計画に基づき策定す

るものであり、本町の地域福祉の水準を高めていくための指針となるものです。 

 また、「河南町第四次総合計画」を上位計画とし、「高齢者保健福祉計画及び介護

保険事業計画」「障がい者計画、障がい福祉計画、障がい児福祉計画」「子ども・子

育て支援事業計画」「健康かなん 21」を包括する福祉の基本計画とするとともに、

地域福祉活動計画と連携・整合を図るために「第 3 期河南町地域福祉計画・河南

町地域福祉活動計画」を一体的に定めるものです。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 南 町 第 四 次 総 合 計 画                   

 健康かな
ん２１ 

子ども・子育
て支援事業
計画 

地域福祉計画とは 

 すべての人が地域で幸せに暮らせるしくみをつくるための計画 

地域福祉活動計画とは 

 地域福祉計画で定めた目標達成のために地域住民が主体となっ

て取り組むための実現化計画 

 地域福祉推進の中核を担う社会福祉協議会が中心となって地域

住民の活動を支援する 

第３期河南町地域福祉計画・地域福祉活動計画  
（河南町・河南町社会福祉協議会）  

障がい者計画 
障がい福祉計画 
障がい児福祉計画 

 

高齢者保健福祉
計画及び介護保
険事業計画 
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３．計画期間 

 

本計画の期間は、平成 30 年度（2018 年度）から 5 年間とし、変化する社会

情勢への対応や、他計画との整合を図るため、必要に応じて随時見直しを行うもの

とします。 

 

 

４．計画の策定体制 

 

本計画を策定するにあたり、地域住民の意見や提案を本計画に反映するため、平

成 29 年 1１月から１２月にかけて、住民参加型の地域別ワークショップ実施し、

策定作業を進めました。 

福祉活動団体、社会教育活動団体、社会福祉事業者、医療関係、住民代表、学識

経験者などで構成する「河南町地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会」にお

いても、３回の審議をいただき、その意見も踏まえた上で策定しています。 

また、本計画の素案について、その趣旨、内容その他必要な事項を広く公表し、

住民等からの意見または情報を求めるために、パブリックコメントを実施し、広く

住民の意見の収集を行い、それらの意見等を反映したうえで、計画を策定しました。 
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Ⅲ 地域福祉を取り巻く現状と課題 

 

１．地域福祉の現状 

 

 （1）人口・世帯の状況 

 [人口推移] 

平成 17年をピークに人口は減少しており、10年後には 15019人になると推

計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[年齢３区分別人口推移] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
(各年国勢調査) 
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13500

14000

14500

15000

15500

16000

16500

17000

17500

18000

Ｈ7 12 17 22 27 32 37

(各年国勢調査) 

（平成 32、37年は推計値です） 
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Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37

0～14 15～64 65～74 75歳以上

0～14 歳までの年少人口

の占める割合が低下し、65

歳以上の高齢人口が大幅に増

加しています。平成 27 年高

齢化率は 29.0％ですが、10

年後には 33.7％になること

が予測されます。特に 75 歳

以上の後期高齢者割合の増加

が顕著です。  
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15.5 
16.8 

19.6 

24.5 
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33.7 
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Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年

[高齢化率の推移] 

65 歳以上の高齢化

率の推移と今後につい

て推計したところ、平

成 17 年から平成 27

年までの高齢化率は大

きく上昇しており、５

年毎に約 5％上昇して

います。 

 

 

推計：国立社会保障・人口問題研究所（Ｈ25基準） 

 

 [平成 27年年齢・男女別人口分布(人口ピラミッド)] 

   男女別に年齢５歳毎の人口ピラミッドをみますと、若者については男女とも 10

代後半 20代前半人口が多いですが、20代後半から 30代にかけてにくぼみが生

じる人口構成であり、さらに 5 歳未満幼児人口が少なく、65～74 歳の人口が多

いのが特徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 32、37年は推計値です） 
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 [世帯の推移] 

人口は平成 17 年を

ピークに減少していま

すが、世帯数はほぼ横

ばいとなっています。 

しかし 1世帯当たり

世帯人数は減少してい

ます。 

 

 

 

 

[核家族世帯・単独世帯] 

人口増加がピークを

迎えた平成17年以降、

核家族世帯はほぼ横ば

いで、単独世帯は減少

傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 [地域区分] 

  地区福祉委員会の設置 

単位となる旧小学校区の 

5つの地域で区分してい 

ます。 
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(各年国勢調査) 
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河内地域 

中村地域 
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[地域別人口・世帯数] 

     地域別に人口、世帯数をみますと、大宝地域が人口、世帯数ともにもっとも大き

なウエイトを占めます。白木地域、河内地域、中村地域は世帯数の割合以上に人口

の割合が高くなっています。石川地域は人口割合より、世帯割合が高くなっており、

世帯人数の少ない地域であることがわかります。 

 

地域別人口割合 

 

 

 

 

 

 

地域別世帯割合 

 

 

 

 

 

 

[地域別年齢区分人口・高齢化率] 

    年齢区分別に人口分布をみますと、河内地域は 15歳未満、15～64歳人口の占

める割合が最も高く、65歳以上の占める割合がもっとも低い地域となっています。

大宝地域は 65歳以上人口の占める割合が最も高くなっています。 
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55.5 

50.8 

21.3

31.9

17.3
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38.1
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石川地域

白木地域

河内地域
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15歳未満 15-64歳 65歳以上

（国勢調査Ｈ27） 

（国勢調査Ｈ27） 

（国勢調査Ｈ27） 
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    近年 75歳以上の人口の占める割合が高くなっていますが、65歳以上人口、75

歳以上の占める割合は、どの地域も概ね同傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[地域別家族類型] 

    地域別に世帯の特徴をとらえるために、核家族世帯率、三世代世帯率、単独世帯

率を比較しました。石川地域は単独世帯率が高く、他の地域は核家族世帯率が高く

なっています。また、三世代世帯率だけでは、白木地域、中村地域が比較的高い傾

向となっています。 
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（国勢調査Ｈ27） 
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     単独世帯率と高齢単独世帯率を各地域別にみますと、高齢単独世帯率は大宝地域

が最も高いことがわかります。石川地域の単独世帯率と高齢単独世帯率との乖離は

最も大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）要支援者の状況 

  [要介護(支援)認定者数の推移] 

    要介護(支援)認定者数は着実に増加傾向となっています。 
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1769
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高齢者のいる世帯 高齢者一人暮らし
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7.3%

 [障がい者数の推移] 

近年５年間では、身

体障がいのある方が減

少しています。知的障

がいのある方、精神障

がいのある方は増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 [高齢者のいる世帯・高齢一人暮らしの世帯] 

    高齢者のいる世帯は大きく増加しており、そのうち一人暮らしの高齢世帯が大き

く増加しています。高齢一人暮らし世帯の占める割合は平成７年 7.3％でしたが、

20年後は 19.6％と約 2.7倍となっています。 
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[出生実数及び出生率] 

    平成 23年以降、出生率が低下していましたが、平成 27年は上昇しています。

平成 26年は人口に占める出生千人対率は 3.8％まで低下しましたが、平成 27年

5.3％と上昇しました。ちなみに平成 27年人口に占める出生千人対率は、隣接す

る太子町は 5.3％、千早赤阪村は 4.1％、富田林市は 6.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[母子世帯・父子世帯] 

    母子世帯・父子世帯は増加傾向にあり、15年前と比べ母子世帯は約 1.6倍、父

子世帯は 1.5倍になっています。 
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 [生活保護世帯の世帯員・世帯数] 

    生活保護世帯数はほぼ横ばい状態で、世帯人員は 5 年前と比べて減少していま

す。 
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２．地域別ワークショップからの課題 

 

＜地域別ワークショップの目的＞ 

 石川地域、白木地域、河内地域、中村地域、大宝地域の 5 地域別に、住民参加

型手法による地域福祉づくりのためのワークショップを行いました。普段感じてい

ること、思っていることや地域で課題となっていることをこのワークショップで共

有するとともに、議論しながら、今後の取り組みなどを考え、地域住民の意見や提

案を本計画に反映するために実施しました。 

 

＜参加者の構成や手法＞ 

各地区福祉委員会委員長をはじめ、各地区福祉委員等のご協力を得て、地域ごと

に地域活動の担い手となる様々な関係者に集まっていただき、「関心のあるテーマ」

として事前に希望を取り、「高齢者・障がい者関連」、「子育て・青少年育成関連」、

「防災・防犯関連」を設定しました。これらのテーマ別に 3 班にわかれていただ

き、ワークショップを実施しました。 

 また、地域別ワークショップに参加いただく前に、参加者にご自身のお考え・ご

意見と第 2期計画に対する評価をいただくための「事前アンケート」をお願いし、

地域における検証資料とさせていただきました。 

 

＜地域別ワークショップ実施状況＞ 

 

  

対象地区 日時 会場 参加人数

石川地域
大ヶ塚、一須賀、東山、
山城

11月21日（火）
　午後7時30分～9時30分

河南ふれあいセンター 31人

白木地域

北加納、南加納、白木、
長坂、今堂、平石、寺
田、鈴美台１丁目、鈴美
台３丁目

12月7日（木）
　午後7時30分～9時30分

河南町役場 25人

河内地域

持尾、弘川、下河内、上
河内、青崩、さくら坂１
丁目、さくら坂２丁目、
さくら坂３丁目、さくら
坂４丁目、さくら坂南

12月17日（日）
　午後7時00分～9時00分

さくら坂地区集会所 30人

中村地域
芹生谷、馬谷、中、神
山、寛弘寺

12月4日（月）
　午後7時30分～9時30分

河南町役場 32人

大宝地域
大宝1丁目、大宝2丁
目、大宝3丁目、大宝4
丁目、大宝5丁目

11月28日（火）
　午後7時00分～9時00分

大宝地区公民館 27人
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（1）地域による「第 2期河南町地域福祉計画・地域福祉活動計画」に対する評価 

    （ワークショップ実施に併せ実施した「事前アンケート」結果） 

＜全地域＞ 

    5 地域計でみますと「地区福祉委員会などとの連携」「安全安心パトロールの

推進」「避難場所の確保と周知」が比較的できたと評価されています。 

 

  

（Ｎ＝回答人数を表す） 
32.8%

21.6%

28.1%

20.5%

2.4%

3.2%

10.5%

19.8%

16.8%

15.0%

16.3%

3.4%

5.9%

18.7%

6.9%

13.7%

13.3%

11.8%

7.5%

10.2%

6.9%

5.1%

2.6%

11.9%

39.8%

35.2%

40.6%

29.9%

14.3%

41.9%

46.0%

51.2%

34.5%

22.5%

42.3%

23.7%

25.4%

43.9%

32.8%

37.6%

26.7%

49.6%

51.7%

53.4%

36.2%

29.7%

40.2%

45.8%

6.3%

12.0%

4.7%

12.6%

18.3%

15.3%

12.1%

6.6%

15.1%

22.5%

13.8%

20.3%

23.7%

12.2%

19.0%

14.5%

20.0%

13.4%

10.8%

6.8%

13.8%

19.5%

18.8%

11.0%

21.1%

31.2%

26.6%

37.0%

65.1%

39.5%

31.5%

22.3%

33.6%

40.0%

27.6%

52.5%

44.9%

25.2%

41.4%

34.2%

40.0%

25.2%

30.0%

29.7%

43.1%

45.8%

38.5%

31.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.地区福祉委員会などとの連携

2.見守り体制の推進

（子どもの見守り体制、地域包括支援センターとの連携）

3.安全安心パトロールの推進

4.ひとり暮らし高齢者の安否確認の推進

5.虐待防止ネットワークの推進

6.相互による支え合い活動

7.総合的な防災体制の充実

8.避難場所の確保と周知

9.災害時ボランティア連絡体制・組織づくりの充実

10.要援護者支援体制の整備

11.健康づくりの充実

12.交通移動手段の確保

13.地域活動リーダーの発掘・養成

14.地域活動、ボランティア団体の連携

15.既存施設や資源の有効活用

16.行政との連携体制強化

17.世代間交流機会の創出

18.地域の活動の活性化

19.地域で気軽にふれあえる環境の充実

20.地域での人間関係の醸成

21.地域の歴史文化の継承

22.新たなふれあいの機会の創出

23.住民ニーズに応じた地域活動の充実

24.住民同士による参加・参画

〔1〕よく活動できた 〔2〕部分的にはできた 〔3〕まったくできていない 〔4〕関わっていない、わからない

（N＝128） 

（N＝125） 

（N＝128） 

（N＝127） 

（N＝126） 

（N＝124） 

（N＝124） 

（N＝121） 

（N＝119） 

（N＝120） 

（N＝118） 

（N＝123） 

（N＝118） 

（N＝123） 

（N＝116） 

（N＝117） 

（N＝120） 

（N＝120） 

（N＝119） 

（N＝118） 

（N＝116） 

（N＝118） 

（N＝117） 

（N＝118） 
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＜石川地域＞ 

「安全安心パトロールの推進」「避難場所の確保と周知」「地区福祉委員会などと

の連携」の評価が高いです。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ｎ＝回答人数を表す） 
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42.9%

53.6%

57.1%

46.4%

21.4%

53.3%
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20.7%

55.2%

41.4%

41.4%

17.2%

41.4%

34.5%

55.2%

53.6%

24.1%

31.0%

58.6%

3.3%

17.9%

13.8%

21.4%

14.3%

14.3%

10.7%

28.6%

6.7%

20.7%

31.0%

17.2%

13.8%

27.6%

17.2%

20.7%

24.1%

10.3%

10.7%

20.7%

17.2%

6.9%

26.7%

39.3%

27.6%

51.7%

64.3%

42.9%

32.1%

28.6%

32.1%

46.4%

26.7%

65.5%

48.3%

20.7%

44.8%

31.0%

51.7%

31.0%

37.9%

34.5%

32.1%

55.2%

51.7%

34.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.地区福祉委員会などとの連携

2.見守り体制の推進

（子どもの見守り体制、地域包括支援センターとの連携）

3.安全安心パトロールの推進

4.ひとり暮らし高齢者の安否確認の推進

5.虐待防止ネットワークの推進

6.相互による支え合い活動

7.総合的な防災体制の充実

8.避難場所の確保と周知

9.災害時ボランティア連絡体制・組織づくりの充実

10.要援護者支援体制の整備

11.健康づくりの充実

12.交通移動手段の確保

13.地域活動リーダーの発掘・養成

14.地域活動、ボランティア団体の連携

15.既存施設や資源の有効活用

16.行政との連携体制強化

17.世代間交流機会の創出

18.地域の活動の活性化

19.地域で気軽にふれあえる環境の充実

20.地域での人間関係の醸成

21.地域の歴史文化の継承

22.新たなふれあいの機会の創出

23.住民ニーズに応じた地域活動の充実

24.住民同士による参加・参画

〔1〕よく活動できた 〔2〕部分的にはできた 〔3〕まったくできていない 〔4〕関わっていない、わからない



 
18 

＜白木地域＞ 

「安全安心パトロールの推進」「避難場所の確保と周知」「総合的な防災体制の充

実」の評価が高いです。 
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37.5%

16.7%

4.3%

17.4%

20.8%

16.7%

12.5%

8.7%

8.3%

29.2%

4.3%

16.7%

16.7%

16.7%

16.7%

18.2%

43.5%

39.1%

33.3%

29.2%

21.7%

39.1%

47.8%

58.3%

20.8%

29.2%

54.2%

26.1%

8.7%

45.8%

43.5%

16.7%

30.4%

45.8%

41.7%

41.7%

25.0%

30.4%

47.8%

27.3%

17.4%

17.4%

12.5%

25.0%

21.7%

21.7%

13.0%

4.2%

20.8%

25.0%

16.7%

30.4%

34.8%

12.5%

13.0%

16.7%

17.4%

12.5%

8.3%

8.3%

4.2%

13.0%

13.0%

13.6%

21.7%

26.1%

16.7%

29.2%

56.5%

34.8%

21.7%

16.7%

41.7%

33.3%

29.2%

43.5%

47.8%

33.3%

43.5%

37.5%

47.8%

25.0%

33.3%

33.3%

54.2%

56.5%

39.1%

40.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.地区福祉委員会などとの連携

2.見守り体制の推進

（子どもの見守り体制、地域包括支援センターとの連携）

3.安全安心パトロールの推進

4.ひとり暮らし高齢者の安否確認の推進

5.虐待防止ネットワークの推進

6.相互による支え合い活動

7.総合的な防災体制の充実

8.避難場所の確保と周知

9.災害時ボランティア連絡体制・組織づくりの充実

10.要援護者支援体制の整備

11.健康づくりの充実

12.交通移動手段の確保

13.地域活動リーダーの発掘・養成

14.地域活動、ボランティア団体の連携

15.既存施設や資源の有効活用

16.行政との連携体制強化

17.世代間交流機会の創出

18.地域の活動の活性化

19.地域で気軽にふれあえる環境の充実

20.地域での人間関係の醸成

21.地域の歴史文化の継承

22.新たなふれあいの機会の創出

23.住民ニーズに応じた地域活動の充実

24.住民同士による参加・参画

〔1〕よく活動できた 〔2〕部分的にはできた 〔3〕まったくできていない 〔4〕関わっていない、わからない

（Ｎ＝回答人数を表す） 
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＜河内地域＞ 

「地域での人間関係の醸成」「安全安心パトロールの推進」「避難場所の確保と周

知」の評価が高いです。 

 

  

 
20.8%

33.3%

20.8%

16.7%

4.2%

0.0%

16.7%

18.2%

18.2%

18.2%

13.6%

0.0%

4.5%

13.6%

13.6%

9.1%

0.0%

4.5%

4.5%

13.6%

4.5%

9.1%

4.5%

13.6%

41.7%

33.3%

54.2%

33.3%

37.5%

50.0%

54.5%

50.0%

31.8%

36.4%

31.8%

31.8%

31.8%

31.8%

54.5%

13.6%

54.5%

59.1%

59.1%

36.4%

13.6%

36.4%

36.4%

12.5%

16.7%

29.2%

29.2%

4.2%

9.1%

13.6%

18.2%

22.7%

27.3%

31.8%

22.7%

22.7%

40.9%

13.6%

13.6%

22.7%

36.4%

27.3%

18.2%

25.0%

25.0%

25.0%

33.3%

66.7%

33.3%

29.2%

18.2%

18.2%

31.8%

27.3%

40.9%

31.8%

31.8%

31.8%

27.3%

45.5%

27.3%

22.7%

27.3%

36.4%

40.9%

31.8%

31.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.地区福祉委員会などとの連携

2.見守り体制の推進

（子どもの見守り体制、地域包括支援センターとの連携）

3.安全安心パトロールの推進

4.ひとり暮らし高齢者の安否確認の推進

5.虐待防止ネットワークの推進

6.相互による支え合い活動

7.総合的な防災体制の充実

8.避難場所の確保と周知

9.災害時ボランティア連絡体制・組織づくりの充実

10.要援護者支援体制の整備

11.健康づくりの充実

12.交通移動手段の確保

13.地域活動リーダーの発掘・養成

14.地域活動、ボランティア団体の連携

15.既存施設や資源の有効活用

16.行政との連携体制強化

17.世代間交流機会の創出

18.地域の活動の活性化

19.地域で気軽にふれあえる環境の充実

20.地域での人間関係の醸成

21.地域の歴史文化の継承

22.新たなふれあいの機会の創出

23.住民ニーズに応じた地域活動の充実

24.住民同士による参加・参画

〔1〕よく活動できた 〔2〕部分的にはできた 〔3〕まったくできていない 〔4〕関わっていない、わからない

（Ｎ＝回答人数を表す） 
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＜中村地域＞ 

「地域で気軽にふれあえる環境の充実」「地域の活動の活性化」「住民同士による

参加・参画」の評価が高いです。 

 

  

 
38.5%

42.3%

26.9%

36.0%

15.4%

44.0%

12.0%

26.1%

13.6%

8.7%

17.4%

14.3%

19.0%

45.8%

10.5%

40.0%

42.9%

52.4%

59.1%

38.1%

25.0%

28.6%

25.0%

47.6%

11.5%

7.7%

4.0%

15.4%

4.0%

16.0%

17.4%

18.2%

21.7%

21.7%

14.3%

9.5%

8.3%

31.6%

5.0%

4.8%

19.0%

4.5%

9.5%

20.0%

23.8%

35.0%

19.0%

19.2%

26.9%

38.5%

36.0%

65.4%

48.0%

60.0%

43.5%

54.5%

47.8%

39.1%

66.7%

61.9%

20.8%

42.1%

40.0%

19.0%

19.0%

31.8%

38.1%

45.0%

42.9%

35.0%

23.8%

42.3%

19.2%

26.9%

24.0%

3.8%

4.0%

12.0%

13.0%

13.6%

21.7%

21.7%

4.8%

9.5%

25.0%

15.8%

15.0%

33.3%

9.5%

4.5%

14.3%

10.0%

4.8%

5.0%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.地区福祉委員会などとの連携

2.見守り体制の推進

（子どもの見守り体制、地域包括支援センターとの連携）

3.安全安心パトロールの推進

4.ひとり暮らし高齢者の安否確認の推進

5.虐待防止ネットワークの推進

6.相互による支え合い活動

7.総合的な防災体制の充実

8.避難場所の確保と周知

9.災害時ボランティア連絡体制・組織づくりの充実

10.要援護者支援体制の整備

11.健康づくりの充実

12.交通移動手段の確保

13.地域活動リーダーの発掘・養成

14.地域活動、ボランティア団体の連携

15.既存施設や資源の有効活用

16.行政との連携体制強化

17.世代間交流機会の創出

18.地域の活動の活性化

19.地域で気軽にふれあえる環境の充実

20.地域での人間関係の醸成

21.地域の歴史文化の継承

22.新たなふれあいの機会の創出

23.住民ニーズに応じた地域活動の充実

24.住民同士による参加・参画

〔1〕よく活動できた 〔2〕部分的にはできた 〔3〕まったくできていない 〔4〕関わっていない、わからない

（Ｎ＝回答人数を表す） 



 
21 

＜大宝地域＞ 

「地区福祉委員会などとの連携」「避難場所の確保と周知」「地域での人間関係の

熟成」の評価が高いです。 

 

  

 
64.0%

29.2%

36.0%

24.0%

4.0%

8.3%

33.3%

26.1%

21.7%

33.3%

13.0%

8.7%

41.7%

8.7%

18.2%

16.0%

21.7%

8.7%

9.1%

13.0%

4.3%

20.8%

24.0%

29.2%

36.0%

40.0%

20.0%

45.8%

66.7%

58.3%

39.1%

21.7%

45.8%

34.8%

47.8%

37.5%

30.4%

36.4%

32.0%

56.5%

69.6%

72.7%

36.4%

52.2%

60.9%

54.2%

4.2%

4.0%

4.0%

4.0%

8.3%

12.5%

4.2%

13.0%

17.4%

4.2%

8.7%

8.7%

17.4%

9.1%

20.0%

4.5%

13.6%

4.3%

4.3%

12.0%

37.5%

24.0%

32.0%

72.0%

37.5%

12.5%

4.2%

21.7%

39.1%

16.7%

43.5%

34.8%

20.8%

43.5%

36.4%

32.0%

21.7%

21.7%

13.6%

50.0%

30.4%

30.4%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.地区福祉委員会などとの連携

2.見守り体制の推進

（子どもの見守り体制、地域包括支援センターとの連携）

3.安全安心パトロールの推進

4.ひとり暮らし高齢者の安否確認の推進

5.虐待防止ネットワークの推進

6.相互による支え合い活動

7.総合的な防災体制の充実

8.避難場所の確保と周知

9.災害時ボランティア連絡体制・組織づくりの充実

10.要援護者支援体制の整備

11.健康づくりの充実

12.交通移動手段の確保

13.地域活動リーダーの発掘・養成

14.地域活動、ボランティア団体の連携

15.既存施設や資源の有効活用

16.行政との連携体制強化

17.世代間交流機会の創出

18.地域の活動の活性化

19.地域で気軽にふれあえる環境の充実

20.地域での人間関係の醸成

21.地域の歴史文化の継承

22.新たなふれあいの機会の創出

23.住民ニーズに応じた地域活動の充実

24.住民同士による参加・参画

〔1〕よく活動できた 〔2〕部分的にはできた 〔3〕まったくできていない 〔4〕関わっていない、わからない

（Ｎ＝回答人数を表す） 
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 ５地域を集計した河南町全体の評価では、以下のような結果となりました。 

 

「よく活動できた・部分的にはできた」の割合が高かった項目は、 

・地区福祉委員会などとの連携 72.6％ 

・避難場所の確保と周知 71.0％ 

・安全安心パトロールの推進 68.7％    などでした。 

一方で、「よく活動できた・部分的にはできた」が低かった項目は、 

    ・虐待防止ネットワークの推進 16.7％ 

 ・交通移動手段の確保 27.1％  

 ・地域活動リーダーの発掘・養成 31.3％  などとなっています。 

 

    あまりできなかったと評価した項目については、人材不足など人的要因によるも

のや、情報が入らないことによるもの、財政面での制約があるものが挙げられてい

る結果となっています。人的要因については、地域と社会福祉協議会、町がより一

体となって相互協力を深め、問題解消に取り組んで行く必要があります。財政面で

の制約については、社会福祉協議会と町が国や府の制度を最大限活用し、課題解決

に向け取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期計画に対する評価結果の検証 
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（2）「地域福祉に関する課題及び方向」に関するワークショップ結果 

  5地域別に実施したワークショップにおける意見・要望は以下のとおりです。 

 

テーマ別まとめ（課題 1～14） 

課題 1    高齢者への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 2    高齢者を支える高齢者全体への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題点・意見 要望・改善方法 
・認知症高齢者が増加している 

・個人情報保護の観点から要援護

者の情報が把握できない 

・要援護者の支援が民生委員・児

童委員と地区福祉委員の二重

支援になっている 

・ふれあい活動やいきいきサロン

の参加者が固定化 

・老々介護の増加に伴い、介護者

のサポートが必要 

・要支援高齢者が集まる場をつくる 

・ふれあいの場をつくる 

・ひとり暮らしの方への買物支援ルール

の確立 

・いきいきサロンに保健師が来てほしい 

・敬老の日などには友愛訪問の際、見守

りを実施する 

問題点・意見 要望・改善方法 
・老人会に入会しない高齢者が増

えている 

・生活難民が増えている 

・通院・買物の移動手段の確保が

必要 

・下校時の見守り活動ができてい

ない  

・青色防犯パトロールをしても子

どもの姿を見かけることがな

い 

・新興住宅地との交流がほとんど

ない 

・元気な高齢者を維持したい、生涯現役と

して生活してもらいたい 

・社協が実施している河南町ラクチンライ

フサポート事業を活用する 

・百歳体操などによる健康寿命の確保をし

たい 

・百歳体操で集まった際は、談話等の機会

を設ける 

・健康づくり(百歳体操)にみんなで取り組

む 

・自分の健康は自分で守るようにする 

・老人会活動をもっと活性化させる 

・生涯現役の実現に対して指導してほしい 

・青色防犯パトロールは盛んであり、さら

に活性化させる 

・芋煮会の継続 

・ユニークな地域交流：ほろ酔い交流会、

寺カフェ、健康マージャン、百歳体操、

ふれあい農園、芋煮会（子どもとの交流）

を続けたい 
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課題 3    高齢者以外との交流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 4    活動拠点の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 5    福祉人材の確保育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題点・意見 要望・改善方法 
・障がい者の方との交流がほとん

どない 

・地区で実施しているコミュニテ

ィカフェといった情報につい

て、情報提供体制の確立がされ

ていない 

・子どもの現状把握できていない 

・高齢者・幼児・学童が集う場をつくる 

・老人会とこども会のコラボイベントを

行う 

・隣組の活性化を図る 

問題点・意見 要望・改善方法 
・民生委員・児童委員が決定して

いない地区がある 

・集会所が２階にあり利用しにく

い 

・集まる場のスペース不足、トイ

レのバリアフリー化ができて

いない 

 

・公園の清掃は世代を超えて行う 

・防犯カメラの増設をしてほしい 

・防犯カメラを増やし、利用方法につい

て検討する 

・活動の場として町施設や公園の有効活

用を図る 

・地域間の横のつながりをつくる 

・空家の活用、公共施設跡地の活用 

問題点・意見 要望・改善方法 
・ボランティア活動時のけがや事

故が心配 

・ボランティア不足 

・役員活動時の保育支援がない 

・リーダー不足のためこども会活

動ができなくなる 

・青少年指導員等の担い手不足 

・地域で活動している人と活躍し

たい人があるが、活躍したい人

はどこでどのようにしてよいの

かわからない 

・地区の集まり等にボランティアに支援

してほしい 

・地域活動のリーダー育成が必要である 

・高年者人材センターがあるというが、

住民に広く知らせてほしい 

・ボランティア登録をする 

・ボランティア人材育成 
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課題 6    移動手段の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 7    適切な福祉情報 

 

 

 

 

 

 

課題 8    緊急避難体制を充実させる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題点・意見 要望・改善方法 
・民間バスの便少ない 

・体が不自由になってくると移動

手段がバスに限定され、ひきこ

もりがち 

・いきいきサロンにおける送迎に

ついて検討が必要 

・かなちゃんバスの停留所を増やす 

・バスタクシーのデマンド化 

・バスの便数の増加 

・乗合タクシーの運行 

・スーパーの買い物バスの運行 

問題点・意見 
・地域と町の情報の交流が少ない 

・個人情報保護の観点から隣近所の助け合いが困難 

問題点・意見 要望・改善方法 
・防災に備えた家屋等の点検が未

実施 

・防災倉庫の器材が少ない 

・側溝や河川の管理が人手不足 

・災害発生時の町、警察、地域の

連携ができていなかった 

・住民の防災意識が低い 

・地区の消防訓練体制ができてい

ない 

・防災行政無線が聞こえにくい 

・避難するときの移動手段の検討

が必要である 

・自治会の役員は輪番制なのに、

継続した避難訓練が可能なのか

不明 

・台風、地震時の避難をスムーズにする 

・要援護者の避難誘導方策を具体化 

・避難訓練や防災訓練を定期的に実施 

・避難所の近くに防災倉庫を設置するな

ど避難体制の見直しをすべき 

・総合的な防災体制及び共助分担体制の

確立 

・避難ルートマップの作成 

・農業放棄地などの避難有効活用 

・地区ごとに災害グッズを充実 

・町指定の避難場所は遠いため、身近な

ところに地区毎に指定 
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課題 9    子どもの遊び場が不足 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 10   子ども会活動の活性化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 11   地域による子どもの見守り活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題点・意見 要望・改善方法 
・スーパーの駐車場が遊び場にな

っており、危険 

・子どもの遊び場がない、公園は

利用が少ない 

・ボール遊びができる公園がない 

・放課後、子どもが集まる場がな

い 

 

・公園にハチが多く、高齢者も子どもも

遊べる場がほしい 

・子どもの遊び場がほしい 

 

問題点・意見 要望・改善方法 
・学校と地域の関わりが少ない 

・こども会だけの意見ではマンネ

リ化する 

・子どもの数が少なく親同士の交

流も少ない 

・子育て事業に対する情報提供不

足 

・こども会の組織が壊滅状態 

 

・こども会活動（スポーツ交流）を活発

にする 

・地域から学校へ教育ボランティア支援

を実施 

・こども会野外活動ボランティアを活用 

問題点・意見 要望・改善方法 
・子どもの交通安全を守ることが

大切 

・青色防犯パトロールに加えて、高齢者

の見守りを実施 

・挨拶のできる子どもを育成 

・大人から挨拶等声かけを行う 

・親、家庭のしつけをしっかりとする 

・学校と連携して地域社会全体で子ども

を育てる 
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課題 12   子どもと将来のためにすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 13   子どもの移動を確保する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 14   地域福祉を可能にする基盤整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題点・意見 要望・改善方法 
・子どもの交流イベントでも親の

送迎が必須となっており、ひと

り親の場合は参加しにくい 

・子どもの現状把握ができていな

い 

 

・若い人が住むまちにするため、働く場

の確保が必要 

・子どもの相談ができる場がほしい 

・子どもの不登校対策をする 

・少子化対策として「山村留学」をして

はどうか 

・祭りなど地域密着型の交流を深め、子

どもを地域に取り込む 

・文化の継承のため高齢者と接触する機

会を増やす 

・子どもの医療費無償とする 

問題点・意見 要望・改善方法 
・車が増え、通学路の危険度が増

した 

・子どもの自転車マナーが悪い 

 

・中学校にもスクールバスの導入をして

ほしい 

・子どもの移動にカナちゃんバスを利用

できるようにしてほしい 

・登下校時の大型ダンプ等の通行規制 

 

問題点・意見 要望・改善方法 
・歩道整備ができていない 

・府道の歩道整備が不十分である 

・子どもが遊ぶ公園にイノシシが

出没する 

・地区内に崩落危険箇所がある 

・府道 27号柏原駒ヶ谷千早赤阪

線の歩道が狭く歩きにくい 

・河川の廻りに危険箇所が多い 

・小学校の隣に公民館を建ててほしい 

・給食センター跡地を公園にしてほしい 

・中学校のプールを開放してほしい 

・幼稚園跡地の福祉的活用をしてほしい 

・池の周りなどに危険看板を設置する 

 



 
28 

 

  

   ワークショップを実施し、現在直面している課題、そしてその改善策を挙げる

ことで、第３期計画で必要な取り組みは以下のようになりました。 

 

 ・住民主体の憩いの場づくりと地域活動の活性化 

 ・地域・学校など世代間交流などのネットワークづくり 

 ・次世代を見据えた地域の人材発掘・育成 

 ・公共施設をはじめとする施設の有効活用 

 ・交通手段の確保 

 ・防災・防犯活動の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ワークショップ結果から見える課題に対する第３期計画での取り組み 

ワークショップ 
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３．事業主体における検証と課題 

 町と社会福祉協議会が第２期計画での取り組みを検証し、第３期計画において取

り組むべき活動などを精査しました。 

 第２期計画においての取り組み内容について、実行できたもの、実行できなかっ

たものなどを分類し、特に実行できなかった取り組みについて、第３期計画でも継

続して取り組んでいくべき課題と位置づけました。 

 ・住民・社協・町が共有できるような情報提供体制の充実 

 ・多様なニーズに応じた福祉サービスの展開 

 ・緊急活動拠点や地域活動拠点の整備 

 ・要援護者をはじめとする支援体制等のネットワーク構築 

 ・交通手段の確保方策の検討 

 ・地域活動の担い手不足解消のための支援 

区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

情
報
提
供
・
共
有
体
制
の
充
実 

情報提供

体制の充

実 

町の広報紙やホームペー

ジを媒体として情報提供

を行います。 

広報紙・ホームページで

の情報提供。 

各種会議の内容等をホー

ムページで公開。 

情報入手

が困難な

方への情

報が届い

ていない

場合もあ

る。 

高齢者向けに文字を大き

くしたり、障がい者向け

に情報の受け手の特性に

合わせた福祉サービス情

報の提供を行います。 

広報紙の文字を大きく

し、ホームページでは音

声読み上げソフトのバー

ジョンアップを実施。 

点字広報の発行。発行す

るにあたり点訳ボランテ

ィアへの支援。 

全庁的に使用する封筒に

点字記入を実施。 

ちらし等の作成時に対象

者の特性に応じた内容と

なるように配慮。 

来庁時や電話での問合せ

の際は、問い合わせ者の

特性に合わせた情報提供

を実施。 

サービス内容や利用の手

続きの情報をわかりやす

くまとめた冊子等を作成

します。 

各種業務において、パン

フレットやしおり等を作

成。   
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

情
報
提
供
・
共
有
体
制
の
充
実 

情報提供

体制の充

実 

子育てに関する情報を記

載した「子育てマップ」

やバリアフリー情報など

を記載した「福祉情報マ

ップ」を作成します。 

子育て応援ミニブックの

作成。 
情報入手

が困難な

方への情

報が届い

ていない

場合もあ

る。 

情報の入手が困難とされ

る高齢者や障がい者には

その家族に対して説明す

るなど、各種情報が行き

届くように努めます。 

情報の入手が困難な方に

は支援者に対して説明を

するなど各種情報が行き

届くよう努めた。 

集団住民健診を広報等で

周知するほか、町内のス

ーパーや農協等の店舗に

おいても掲示。 

個人情報

保護のた

めの対策 

情報提供にあたっては、

個人情報に配慮します。 

個人情報保護法に基づ

き、業務を遂行するほか、

車のナンバープレートに

ぼかしを入れる等の配慮

を実施。 

窓口対応時における本人

確認の徹底。 

 

関係機関

との連携 

保健、医療、福祉に関す

る必要なサービスの情報

がいつでも、どこでも入

手できるよう、関係機関

と連携し情報提供体制を

整備していきます。 

町内の介護保険事業所及

び医療機関、近隣市町村

の居宅介護事業所及び施

設の一覧を作成。 

いつでも

どこでも

入手でき

る情報提

供体制の

整備には

至ってい

ない。 

相
談
支
援
体
制
の
整
備 

相談支

援体制

の整備 

 

地域包括支援センターを

中心とした、相談機能や

支援体制のより一層の充

実とともに、必要に応じ

て専門機関にスムーズに

つなげられる体制づくり

に努めます。また、相談

を受ける職員一人ひとり

についても専門性の知識

の向上を目指します。 

地域包括支援センターに

３職種の専門職を配置

し、幅広い相談内容に対

応できる体制を構築。ま

た、資質向上のため、各

種研修に参加し、自己研

鑽に努めている。 

障がい福祉においては、

相談支援業務を外部委託

し、専門性の高い人材を

確保している。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

相
談
支
援
体
制
の
整
備 

相談支 

援体制 

の整備 

福祉サービスを利用する

場合は、複数のサービス

を必要とする事も多く、

また、サービス内容が福

祉分野に限られる訳では

無いため、保健・医療・

福祉の各分野が連携し、

サービスを総合的に提供

する場合が必要となりま

す。そのため、サービス

をマネジメントする仕組

みを相談支援体制の整備

及び強化をすることで対

応できる仕組みづくりを

推進します。 

福祉サービスの必要な方

に対して、多様なニーズ

である場合、保健、医療、

福祉の関係機関と連携し

対応。 

また、社会福祉協議会へ

ＣＳＷ設置事業等を委託

し、連携しながら総合相

談に応じている。 

  

地区福祉

委員など

との連携 

地域における身近な相談

機能として、地区福祉委

員などとの連携を強化

し、情報提供や活動支援

を推進していきます。ま

た、地区福祉委員会など

との連携を強化すること

により、福祉サービスに

結びついていない要支援

者の発掘や、その要支援

者に対する福祉サービス

の提供に係る支援を行い

ます。 

地域ケア会議において、

地域の課題を検討し、具

体的な対応方法を検討。 

身体・知的障がい者相談

員を設置し、地域活動の

推進・福祉の向上を図り、

関係機関と連携し対応。 

地区福祉委員会研修会を

実施し活動の充実・意識

向上をめざしている。ま

た、日頃の活動を踏まえ

た事例報告を通し、住民

への見聞を広げている。

小地域ネットワーク活動

感謝の集いを共催。いき

いきサロン等への活動支

援。 

 

 

ボラン

ティア

等への

活動支

援の充

実 

河南町社会福祉協議会等

が行うボランティアの育

成に係る研修や情報の提

供を支援します。 

社会福祉協議会と連携

し、総合事業や社会福祉

協議会のワンコインサー

ビス等の研修を通じて、

ボランティアの育成に努

めている。 

   多
様
な
福
祉
サ
ー
ビ

ス
の
育
成
・
支
援 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

多
様
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
育
成
・
支
援 

事業者等

への支援

の充実 

福祉サービス事業者等の

適正な運営と質の向上の

ための情報提供を実施す

るとともに、意見交換の

場の確保に努めます。 

近隣市町村の居宅介護支

援事業に対し、総合事業

の説明会を実施。 

２町１村自立支援協議会

において、情報提供、意

見交換を実施。 

 

健康づく

りの充実 

健康づくりや体力測定な

どにより、住民の健康づ

くりを支援します。 

健康診査、健康づくり教

室や健康相談を実施。 
 

各種福祉

サービス

の充実 

地域住民が在宅で安心し

て生活できるよう、高齢

者福祉、障がい者福祉や

子育て支援の各施策によ

る各種福祉サービスの充

実に努めます。 

介護保険法、障害者総合

支援法、児童福祉法など

で規定する各種サービス

を提供。 

 

防
犯
・
防
災
に
対
す
る
体
制
の
充
実 

地域の防

犯活動へ

の支援 

かなん安全・安心メール

や防災行政無線等で防犯

についての情報を提供し

ます。 

安全・安心メール一斉配

信サービス事業として、

特殊詐欺や不審者等の情

報を登録者に対してメー

ルで一斉配信。 

 

住民の防犯意識を高める

ため、広報紙への掲載や

講座を開催するなど、各

種啓発活動を充実しま

す。 

広報紙に防犯に関する記

事を掲載。 
 

地域における防犯活動の

結成を呼びかけ、活動を

支援していきます。 

地域防犯ボランティア団

体育成支援事業として、

防犯ボランティアが行う

活動に係る資機材等の経

費について助成。 

 

悪徳商法や不審者等に関

する情報提供の充実を図

ります。 

安全・安心メール一斉配

信サービス事業として、

特殊詐欺や不審者等の情

報を登録者に対してメー

ルで一斉配信。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

防
犯
・
防
災
に
対
す
る
体
制
の
充
実 

地域の防

犯活動へ

の支援 

交通事故や防犯のため、

防犯灯（LED）の設置に

ついて助成します。 

地区防犯灯維持管理助成

事業として、地区が設置

する LED防犯灯の設置

費、球の取り替え費及び

電気代の一部を助成。 

 

地域の防

災活動へ

の支援 

防災関係機関と連携し、

避難地・避難路の確保、

火災の延焼防止、災害応

急活動の円滑な実施を図

るため、公園、緑地、道

路、河川等の都市基盤施

設の効果的な整備に努

め、農地などの貴重なオ

ープンスペースや学校な

どの公共施設等の有効活

用を図り、防災空間を確

保します。 

公共施設総合管理計画の

策定。 
 

地すべり、がけ崩れ、土

石流等による土砂災害の

発生が予測される危険箇

所について、防災体制の

整備、予防措置の指導及

び防災工事などの各種予

防対策を講じ、地域住民

の安全確保に努めます。

また、地すべり等による

土砂災害の発生が予測さ

れる危険箇所の正確な実

態の把握に努めます。 

町ハザードマップ作成事

業として土砂災害の危険

箇所を記載したハザード

マップを地域別に作成。 

準用河川を年次的に整備

し、災害を未然に防止す

るとともに、日常的に道

路・林道・河川の巡視を

行い、早期に危険箇所の

発見と整備に努めてい

る。 

 

災害時ボ

ランティ

ア連絡体

制・組織づ

くりの充

実 

災害発生時に速やかに対

応が図られるよう、ボラ

ンティアが活動しやすい

環境整備に努めます。 

社会福祉協議会と協定を

結び、体制を構築。 

災害ボランティア事前登

録制度の実施。総合防災

訓練で災害ボランティア

センター設置運営シミュ

レーションの実施。被災

地支援活動の実施。府内

外関わらず、災害支援ネ

ットワークへの参加。 

災害ボラ

ンティア

センター

の常設。  
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

防
犯
・
防
災
に
対
す
る
体
制
の
充
実 

要援護者

への支援 

要援護者登録制度につい

て広報・周知し、自ら要

援護者名簿等への登録を

希望した者の情報を収集

します。 

毎年度対象者に案内を送

付し周知に努め、自ら要

援護者名簿等への登録希

望をした者に対し、名簿

を作成のうえ、自主防災

組織や民生委員等に配

布。 

 

定期的に要援護者名簿の

見直しを行うなど要援護

者情報更新に努めます。 

毎年要援護者名簿の更新

を実施。 
 

平常時から危機管理関係

部局を中心とした横断的

組織を設けて、情報の伝

達・管理体制や安否確認、

避難誘導等一連の指揮・

命令系統を明確にしま

す。 

庁内の緊急時における体

制として、防災活動編成

を確立。また、毎年１月

１７日には大規模災害を

想定した職員緊急参集訓

練を実施。 

要援護者

への支援

体制等の

構築。 

警察・消防機関・保健所
等の行政機関や自主防災
組織、河南町社会福祉協
議会、地区福祉委員、福
祉サービス事業者。ＮＰ
Ｏ等と協力して要援護者
の支援にあたることとな
るため連携強化に努めま
す。 

防災訓練により、関係機
関との連携の強化を図っ
ている。 

個人情報
保護の観
点を踏ま
えた情報
提供体制
の深化。 

あ
ら
ゆ
る
人
に
対
す
る
権
利
擁
護
の
推
進 

成年後見
制度の周
知と利用
者への支
援 

成年後見制度について周
知啓発を行い、適切な利
用促進を図ります。また、
利用しやすい基盤整備を
図るとともに、対象者の
把握や利用者支援を推進
します。 

住民やケアマネを対象に
研修を行い、普及啓発実
施。必要と思われる方に
適切に利用ができるよう
努めている。 

 

日常生活
自立支援
事業の基
盤整備 

河南町社会福祉協議会等
が行う日常生活自立支援
事業に係る情報の提供等
の支援を行います。 

日々の相談や家庭訪問に
より、必要と思われる方
に対して、情報提供し、
適切な支援に努めてい
る。 

 

生活保護
等各種制
度の適切
な運用 

民生委員児童委員などの
関係機関と連携しなが
ら、生活保護制度をはじ
めとした各種事業の適切
な運営を図ります。 

民生委員・児童委員や子
ども家庭センター等と連
携をはかり、各種事業の
適切な運営に努めてい
る。 

   



 
35 

区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

あ
ら
ゆ
る
人
に
対
す
る
権
利
擁
護
の
推
進 

虐待防止
の啓発と
支援 

高齢者虐待・児童虐待及
び障がい者虐待の防止に
向け、虐待の発生予防、
早期発見・早期対応に取
り組みます。 

高齢者虐待の防止に向
け、早期発見、対応でき
るよう研修を行い、普及
啓発に努めている。また、
虐待の疑いが生じた場合
は措置対応により対象者
の養護を行い、適切な支
援に努めている。 
虐待防止センターを委託
し、体制の整備、通報義
務等について必要な広
報・啓発活動等を実施し、
障がい者の権利擁護に務
めている。また、一時保
護のための居室を確保
し、虐待の予防、人権保
護及び福祉の向上を図っ
ている。 
児童虐待に関係する各種
機関と「子育てネットワ
ーク・河南」を組織し、
虐待防止に向けた取り組
みを実施。 
「子育てネットワーク・
河南」に「虐待問題を検
討する部会」を設置し、
町内での児童虐待の早期
発見等、適切な連携の下
で対応を実施。 
児童虐待防止月間に広報
紙に啓発記事を掲載する
とともに、町内イベント
においてちらしを配布。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

虐待などの早期発見や適

切な保護や支援のため、

関係機関の間で情報や考

え方を共有し、適切な連

携の下で対応するための

体制整備を推進します。 

虐待防止に係る啓発に努

めます。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

誰
も
が
自
立
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
し
く
み
づ
く
り 

あ
ら
ゆ
る
人
に
対
す
る
権
利
擁
護
の
推
進 

虐待防止
ネットワ
ークの推
進 

既存の地域活動のネット
ワーク化を図り、地域住
民へ虐待における通告義
務などについて広く啓発
を行い、見守り体制を強
化し各種虐待対策に努め
ます。 

民生委員・児童委員、町
内学校・園と連携をはか
り、児童虐待防止や、要
保護児童等の見守りを実
施。 

児童に対
する施策
推進のみ
でなく、
高齢者や
障がい者
に対する
施策の推
進。 

地
域
で
支
え
合
う
人
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

福
祉
意
識
の
醸
成 

福祉に関
す る 教
育・学習の
場の促進 

子どもの時から成人期、
高齢期に至るまで、すべ
ての生活面において相手
の立場を理解しようとす
る思いやり、優しさをは
ぐくむ学校教育や生涯学
習の充実を図ります。ま
た、ワークショップや参
加型学習会の実施など、
住民がより主体的に参加
でき、学べる場の充実に
努めます。 

親子で参加ができる教
室、子育て中の親を対象
とした親学習教室の実
施。 
総合的な学習の中で学べ
るよう教育計画において
位置づけしている。 
子育てセンター事業にお
いて、子育て応援ボラン
ティアを育成し、ボラン
ティアが主導して行うイ
ベントを開催。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
で
支
え
合
う
人
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

福
祉
意
識
の
醸
成 

福祉に関
す る 教
育・学習の
場の促進 

福祉について身近な話題
をテーマとした講演会を
開催します。 

各種団体と協働し、認知
症講座や新総合事業研修
等を実施することで地域
の身近な問題として関心
を深めている。 

 

障がい者に対する理解を
深めるなど福祉教育の充
実を図っていきます。 

総合的な学習の中で学べ
るよう教育計画において
位置づけしている。 
幼稚園教論・保育士等が
福祉研修等に参加するこ
とで、園児への福祉教育
が図られている。また、
「子育てネットワーク・
河南」において講演会を
開催し、福祉教育の充実
を図っている。 
手話奉仕員養成研修を行
い、聴覚障がい者への理
解、関心を深めている。 
赤い羽根共同募金の配分
金の一部を活用し、町内
小・中学校をボランティ
ア協力校として指定し、
学童・児童のボランティ
ア活動普及事業を実施。
身体障害者協会・ボラン
ティア連絡会と協働し、
福祉教育授業の支援の実
施。 

 

福祉に関

する積極

的な情報

提供 

福祉による地域づくりに
関する啓発活動や情報の
提供を行うことで、町全
体の福祉意識の醸成に努
めます。また、様々な媒
体を通して町内の活動事
例を紹介するなど、わか
りやすい情報提供に努め
ます。 

新総合事業説明会や、担
い手研修等を実施し、地
域の身近な問題として関
心を深め、また、新しい
情報を提供。 

 

ボランティア活動や福祉
活動のＰＲを通じて、地
域福祉活動の大切さを広
報、啓発します。 

社会福祉協議会と連携
し、広報紙等で情報提供
を実施。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
で
支
え
合
う
人
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

地
域
活
動
の
担
い
手
づ
く
り 

地域活動

を担う人

材の育成 

河南町社会福祉協議会や
ボランティア団体と連携
して、地域で身近な福祉
活動を担う人材の育成を
支援します。 

社会福祉協議会と連携
し、総合事業や社会福祉
協議会のワンコインサー
ビス等の研修を通じて、
ボランティアの育成に努
めている。 

活動者の

高齢化や

次世代の

担い手不

足に対す

る検討。 

ボランテ

ィア活動

の普及・啓

発 

河南町社会福祉協議会等
との連携のもと、広報紙
やホームページ等を活用
し、住民に対しボランテ
ィア活動の普及・啓発を
図ります。 
ボランティアセンター機
能の充実、ボランティア
相談窓口の周知、ボラン
ティア講座の開催 

ボランティア相談窓口の
設置。誰もが参加できる
ような内容のボランティ
ア講座を開催。地域と連
携し、ボランティア登録
を推進。広報紙にボラン
ティアコーナーを設け
る。各種ボランティア保
険の受付。ボランティア
連絡会の活動支援。各ボ
ランティアグループへの
支援。 

参加につ

なげるし

くみづく

り 

地域活動を通して、個々
人の生きがいや達成感を
見出すことができること
を周知し、住民が地域活
動に参加する意識を高め
ます。また、地域活動へ
の参加のきっかけづくり
となる講座や体験事業な
どをより一層充実し、住
民が地域活動に参加する
しくみづくりに努めま
す。 

介護予防や各集会所単位
で活動し交流できる憩い
の場として、いきいき百
歳体操の立ち上げ支援の
実施。 
ボランティア募集や講習
会の記事を広報紙等に掲
載。 
ボランティア養成講座と
して、子ども読書活動推
進支援員養成講座等を実
施。 
ヘルシーサポート、ヘル
スメイト養成講座の実
施。担い手づくり研修の
実施。 
ボランティア活動のきっ
かけづくりとして府下社
協共催によるボランティ
ア体験プログラムを実
施。 

地域活動

を推進す

るリーダ

ー の 発

掘・育成 

河南町社会福祉協議会や

NPO などと連携して、

地域で身近な福祉活動を

担う人材の育成に努めま

す。 

ボランティア募集や講習

会の記事を広報紙等に掲

載。 

小地域ネットワーク活動

リーダー研修会への参

加。   
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
で
支
え
合
う
人
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

地
域
の
つ
な
が
り
づ
く
り 

地域の組

織・団体の

連携 

ボランティア団体など地

域内で活動している各種

団体の交流により、多様

化した問題の解決を図る

協力・連携体制づくりを

支援し、ネットワークの

形成に努めます。また、

地域福祉を推進する上で

河南町社会福祉協議会を

中心的な組織として位置

づけ、地域福祉活動を推

進していくために相互に

連携を図ります。 

NPO 法人設立認証等に

おける支援。 

かなんフェス等へ区長会

のブースを設け、「よろ

ず相談」等の受付を実施。 

また、社会福祉協議会と

連携し、各種団体との連

携体制づくりを実施。 

 

地域住民

同士の交

流の促進 

ご近所同士のあたたかい

関係づくりに向けて啓発

を行っていくとともに、

様々な機会を通して声か

けやあいさつ、近所付き

合い、見守りなどを大切

にしていく機運を高めま

す。 

民間事業者と高齢者地域

見守り協定を結び、見守

り体制を整備。また、認

知症高齢者等の見守りと

して、協力機関と徘徊高

齢者 SOS ネットワーク

を構築。 

かなんまちづくり基本条

例の策定。 

ゲートキーパー養成講座

を実施。 

また、コミュニティカフ

ェ等先駆的な地域の取組

の情報提供を行い、交流

の場の促進を図る。 

 

地域の見

守り体制

づくり 

地域における高齢者の見

守り支援ネットワークの

構築を図り、孤立死防止

を踏まえた地域住民、関

係機関、行政の包括的な

見守りネットワークを整

備します。 

民間事業者と高齢者地域

見守り協定を結び、見守

り体制を整備。また、認

知症高齢者等の見守りと

して、協力機関と徘徊高

齢者 SOS ネットワーク

を構築。 

ゲートキーパー養成講座

を実施。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
で
支
え
合
う
人
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

地
域
の
つ
な
が
り
づ
く
り 

地域の見

守り体制

づくり 

地域のボランティア、Ｎ

ＰＯなど、地域内の様々

な資源を活用し、地域の

課題に取り組める仕組み

や環境づくりを整備しま

す。 

民間事業者と高齢者地域

見守り協定を結び、見守

り体制を整備。また、認

知症高齢者等の見守りと

して、協力機関と徘徊高

齢者 SOS ネットワーク

を構築。 

かなんまちづくり基本条

例の策定。 

 

子どもの登下校にあわせ

て散歩するなど、子ども

を見守り育てる地域ボラ

ンティアを育成し、地域

ぐるみで子どもを見守り

育てる体制を推進しま

す。 

河南町青少年指導員連絡

協議会において、青少年

の安全のため、見まわり

と啓発活動の実施。 

民生委員・児童委員、町

内学校・園と連携をはか

り、児童虐待防止や、要

保護児童等の見守りを実

施。 

 

ひとり暮

らし高齢

者の安否

確認の推

進 

民生委員児童委員や地区

福祉委員会などと連携し

た、ひとり暮らし高齢者

の安否確認を推進しま

す。 

民生委員児童委員や地区

福祉委員会などと連携

し、ひとり暮らし高齢者

の安否確認を実施。また、

社会福祉協議会へ配食サ

ービスを委託し、ひとり

暮らし高齢者への安否確

認を実施 

各種団体

間での連

携 が 必

要。 

社会参加

の促進 

地域の一人暮らし高齢者

や障がい者、子育て中の

親など、孤立しやすい

人々が社会参加できる機

会を増やすことで、孤立

感の解消や生きがいづく

り、健康づくり、認知症

の予防などにつなげま

す。 

子育て中の親を対象とし

た親学習教室の実施。 

かなんフェスに河南町こ

ども会育成連絡会、河南

町青少年指導員連絡協議

会として出店。 

育児相談、いきいきサロ

ンでの健康教育、健康相

談の実施。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
で
支
え
合
う
人
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

地

域

の

つ

な

が

り

づ

く 

り 

 

 

世代間交

流の促進 

年齢や障がいの有無に
関係なく、あらゆる人々
が交流し、高齢者や障が
い者にとっては生きが
いづくりに、子どもにと
っては社会性、協調性を
養うことにつながるよ
う、高齢者の知恵や技能
を活用した交流や地域
の伝統文化、歴史に触れ
る活動、親子のふれあい
の場の増加など、全世代
的な交流活動を促進し
ます。 

かなんフェス開催支援。 
家庭教育支援事業とし
て、親子で参加する教室
を開催。 
子どもから高齢者まで幅
広い年代の人たちがスポ
ーツを通じて交流できる
ようフロアカーリング大
会や障がい者ふれあいス
ポーツ大会の実施。 
社会福祉協議会や、地区
福祉委員会等各種団体に
よる世代間交流の促進を
図る。 

 

地域の活

動の活性

化 

地域内でのコミュニケ
ーション、連携を深める
きっかけとして地域に
おけるさまざまな活動
の活性化を図ります。 

かなんフェス開催支援。 
公民館活動を通して、参
加者相互の連携を強化。
地区福祉委員会等による
コミュニティカフェ・サ
ロンの活性化を図る。 

地域福祉
活動への
活性化や
内容が充
実するた
めの支援
がさらに
必要。 

交通手段

確保のた

めの対策

の検討 

公共交通の確保が困難
な地域では、行政や交通
事業者だけの取り組み
には限界があります。そ
のため、企業、福祉関連
事業者、地域団体、住民
等のそれぞれが各々の
役割と責任を果たせる
ような方策を検討し、課
題解決に努めます。 

交通空白地における地域
公共交通の運行を実施。 
社協独自の運転ボランテ
ィアによる移送サービス
事業の実施。 

今後も地
域住民に
とって利
用しやす
い公共交
通システ
ムの検討
が必要。   
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
で
支
え
合
う
人
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

地
域
福
祉
団
体
・
河
南
町
社
会
福
祉
協
議
会
と
の
連
携 

地域活動

に関わる

各種団体

との連携 

地域活動に関わる

各種団体が活動に

必要な知識や技術

を身に付けるため

の研修や講座の開

催を支援します。ま

た、地域活動団体が

活発な活動を行う

ため、国、府、町等

の補助制度につい

て情報提供を行い

ます。 

認知症サポーター養成講座、

キャラバン・メイト養成講座、

介護予防サポーター養成講

座、日常生活支援従事者研修

を実施。 

広報紙・ホームページでの情

報提供。 

区長会・自治振興委員会への

情報提供を実施。 

公民館等に他市町村主催の各

種講座、イベント等のポスタ

ー掲示及びちらしの配架。 

  

各種団体の活動に

協力します。 

かなんフェス開催支援。 

区長会・自治振興委員会の活

動に協力。 

町文化協会が主催する「秋の

文化祭典」の運営に協力。 

エンリッチクラブ、食改活動

への支援。 

遺族会・介護者（家族）の会・

高年者人材センター・身体障

害者協会・手をつなぐ親の

会・母子寡婦福祉会・民生委

員児童委員協議会・老人クラ

ブ連合会などへの活動支援。 

 

河南町社

会福祉協

議会の活

動との連

携 

河南町社会福祉協

議会の基盤の整備

強化に努めるとと

もに、地域福祉を推

進するための財源

の確保や、住民参画

の促進などを支援

します。また、地域

活動団体や地域住

民の活動について、

各々の自主性を尊

重しつつ、活動の協

力・助言を行いま

す。 

社会福祉協議会の基盤強化を

図るとともに、CSW 等を配

置し、地域の要援護者等の福

祉の向上と自立生活の支援の

ための基盤づくりを行い、地

域福祉の計画的な推進に資す

ることにより、健康福祉セー

フティネットの構築を図って

いる。 
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
に
参
画
で
き
る
環
境
づ
く
り 

地
域
福
祉
活
動
へ
の
住
民
参
画 

住民参画

への意識

啓発 

各種計画等に対す

るアンケート及び

意見募集の実施等

を通して、住民と行

政の協働による魅

力あるまちづくり

を推進していくた

め、住民に対して、

町の計画づくりや

事業への参加・参画

について普及啓発

を行い、まちづくり

への関心を高めま

す。 

パブリックコメント制度の運

用。 

各種計画作成時に、アンケー

ト調査を実施。 

地域公共交通会議等におい

て、住民代表も参加し意見を

反映。 

 

住民参画

のための

体制づく

り 

各種計画等に対す

るアンケート及び

意見募集の実施等

を通して、町におけ

る事業の計画、実

施、評価について、

住民が参画でき、十

分に意見が反映さ

れる体制づくりを

行います。 

パブリックコメント制度の運

用。 

各種計画作成時に、アンケー

ト調査を実施。 

健康かなん２１，ロコモ教室

や禁煙教室等、自己で健康づ

くりに取り組むサポート体制

を確立。 

 

地
域
活
動
の
拠
点
づ
く
り 

各地域単

位での活

動拠点づ

くり 

各地区の集会所を

はじめとした、地域

の様々な資源を活

用した活動拠点づ

くりや、交流、支え

合い活動の場づく

りへの支援を行い

ます。また、既存の

活動拠点に対して

は、人材育成や活動

の活性化、ボランテ

ィア活動に関する

情報提供など、活動

拠点の機能向上を

支援します。 

NPO 法人設立認証等におけ

る支援。 

活動拠点となる各地区集会所

等の維持管理・補修・改修等

の実施。 

介護予防や各集会所単位で活

動し交流できる憩いの場とし

て、いきいき百歳体操の立ち

上げ支援の実施。 

いきいきサロンでの健康教

育、健康相談を実施。 

利用者の

高齢化に

伴い、地

域活動の

拠点とな

る施設の

バリアフ

リー化等

の検討が

必要。  
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区分 分類 取り組み 内容 実行できた内容 

実行でき

なかった

内容 

地
域
に
参
画
で
き
る
環
境
づ
く
り 

地
域
福
祉
活
動
へ
の
住
民
参
画 

住民ニー

ズに応じ

た地域活

動の充実 

住民それぞれのニ

ーズに合わせたサ

ロン活動の充実な

どにより、地域活動

への参加・参画を図

ります。 

NPO 法人設立認証等におけ

る支援。 

主催事業ではなくても、公民

館を拠点として活動できるよ

う協力。 

いきいきサロンでの健康教

育、健康相談を実施。 
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４．課題のまとめ 

 

① 支援が必要な人を支える地域づくり 

支援を必要とする高齢者への地域福祉活動はすでに活発に動いていますが、

今後はより頻度を高く実行できる体制づくりとして、住民主体の憩いの場づく

りと地域活動の活性化などに取り組む必要がうかがえます。 

虐待防止施策においては、地域住民と虐待防止に向け、情報共有を含めたネ

ットワークづくりが必要です。 

また、福祉サービスの利用に至らない在宅障がい者及びひとり親世帯への支

援など地域で支援を必要とする人への対応が今後の課題となっています。 

 

② 防災・防犯の推進 

 避難行動要支援者への支援活動、行政内の防災活動編成及び関係機関との連

携は確立されていますが、今後は要配慮者への支援体制や総合的な防災体制、

共助分担の明確化などに取り組む必要がうかがえます。 

 また、振り込め詐欺などに対する注意喚起や防犯カメラの活用・増設など防

犯対策の充実が求められています。 

 

③ 地域の次世代育成の取り組み 

地域の子どもに対する安全安心の見守り活動はよくできていると地域の評価

が高いですが、今後は子どもとの交流を深め、未来の河南町を担う人材として

次世代育成の方策に取り組む必要がうかがえます。 

次世代育成を実行するにあたっては、地域・学校などにおいて世代間交流な

どのネットワークづくりが今後の課題となっています。 

 

④ 情報提供・共有体制の充実 

 保健、医療、福祉など様々なニーズに対応するため、分野横断的な福祉サー

ビス等の展開が求められています。 

 

⑤ 福祉活動の移動手段の確保 

各地域とも公共交通はバス移動になっているため、活動に参加する際など移

動手段の困難さに直面しています。 
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⑥ 地域活動の担い手づくり 

町内５地域でそれぞれコミュニティの違いが顕著であり、一方で高齢者がい

きがいを求め、生涯現役の要望が多い地域と、その一方ではコミュニティを担

う人材不足を訴える地域と格差が生じています。地域を超えてボランティア活

動を担う人材育成や相互協力が求められています。 

 

⑦ 地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 

 地域住民等が集う拠点の整備として、公民館や集会所などの施設のバリアフ

リー化及び拠点に至るまでの道路の歩道整備など環境整備の検討が必要です。 

 また、子どもの遊び場となる近くの公園のほか、居場所、交流の場の整備な

ど未使用の公的施設等の活用の検討も必要となります。 
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Ⅳ 計画の基本理念と基本目標 

 

１．計画の基本理念 

 

河南町は、美しい自然や歴史に恵まれたまちです。平成２１年度に策定された「河

南町第四次総合計画」においては、『豊かな自然と文化 ともに創る笑顔あふれる

元気なまち』を将来像として掲げています。「住み慣れた地域で安心して自分らし

く暮らす」という誰もがもっている願いを実現するには、福祉制度の充実に加え、

人々が互いに助け合い支え合う地域の力を高めていくことが大切です。 

全国的に少子高齢化は急速に進行しており、本町においても小学校の統合が予定

されるなど、子どもの人口減少が顕著になっています。福祉の原点、地域社会を構

成する原点である「家族・家庭」のつながりを基本に、地域に住むすべての住民が

いきいきと自分らしく安心して暮らしていく地域社会が求められます。 

地域社会は子どもから若者、その親世代、高齢者、障がい者など様々な層により

構成されていますが、住民と社会福祉協議会、町など多様な担い手が役割分担のも

と、創り上げていく必要があります。 

これまで自助・共助・公助の考え方を基本とし、その考えを地域社会に根付かせ、

住民一人ひとりが責任をもって思いやりの心を育むまちづくりに向けて、地域福祉

計画及び地域福祉活動計画を策定してきました。第３期計画においてもその理念は

継承し、基本理念として位置づけます。 

  

 

 

地域をつなぐ 思いやりの心が育む 温かいまち 

～共助による 安全・安心の地域づくり～ 
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２．計画の基本目標 

 

本計画の核となる基本理念は第２期計画を踏襲し、３つの基本目標を定め、各々

の目標の実現に向けて体系化し、地域の抱える課題解決に向けて取り組みます。 

基本目標 1 として、「みんなで安心して暮らすことができる地域づくり」とし、

その地域を支えるために基本目標 2「みんなが思いやりの心を持って助け合い・支

えあう仕組みづくり」をめざし、町、社会福祉協議会、福祉事業者等、小中学校、

保育所・幼稚園・認定こども園、医療機関が支える仕組みとしていきます。さらに

その福祉活動を支える基盤づくりとして、基本目標 3「みんながお互いを理解し、

交流できるまちづくり」の実現をめざしていきます。 

 

基本目標 1  みんなで安心して暮らすことができる地域づくり 

 

   みんなが思いやりの心を持って助け合い・支えあう 基本目標 2

仕組みづくり 

 

   みんながお互いを理解し、交流できるまちづくり 基本目標 3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      
地域住民 

 

地域福祉活動担い手 

（民生委員・児童委員、地区福祉委員 
ボランティア、老人会など） 

要支援者 町 

社
会
福
祉
協
議
会 

地域の子ども・親 

小中学校 
保育所 
幼稚園 

認定こども園 

医療機関 
福祉事業者 
など 

河南町地域福祉のしくみ 
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３．計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 基本目標 
施策の

方向性 
取り組み 

取り組み 

主体 

（1） 

支援が必要

な人を支え

る地域づく
り 

① 地域と社会福祉協議会、
町の間で地域福祉に関す

る情報提供・交換及び身

近な相談が可能な仕組み

を堅持していきます。 

② ひとり暮らし高齢世帯の
見守り活動を継続して取

り組みます。 

③ いきいきサロン等の集ま
りの場を確保し、交流・

情報交換・相談・憩い等

の場になるよう支援を行

います。 

④ 福祉サービス実施にあわ
せ、地域からの取り組み

支援を行います。 

⑤ あらゆる人への権利擁護
に取り組みます。 地域

社協
町 

（3） 

地域の次世

代育成の取

り組み 

（2） 

防災・防犯

の推進 

１ 

み
ん
な
で
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
地
域
づ
く
り 

地
域
を
つ
な
ぐ 

思
い
や
り
の
心
が
育
む 

温
か
い
ま
ち 地域 

町 

地域 
社協 
町 

地域 
社協 
町 

① 災害緊急時の要配慮者の
避難を支援する仕組みづ

くり、計画づくりに取り

組みます。 

② 通学時の見守り活動、防
犯パトロール活動をより

推進していきます。 

③ 地域の防災プランを作成
します。 

④ 地域別に防災避難訓練の
実施に取り組みます。 

⑤ 振り込め詐欺などに対す
る注意喚起や防犯カメラ

の活用・増設など防犯対

策の充実に努めます。 

① 地域の元気な高齢者など
によるひとり親世帯の支

援に取り組みます。 

② こども会活動等を地域で
支援し、世代間交流を深

めます。 

地域 
社協 

地域 
社協 
町 

地域 
町 
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基本理念 基本目標 
施策の

方向性 
取り組み 

取り組み 

主体 

（1） 

情報提供・

共有体制の

充実 

（3） 

地域活動の

担い手づく

り 

 

地域 
社協 
町 

地域 
社協 
町 

① 老人会活動及び地域福祉
活動へ積極的に参加しま

す。 

② 健康づくりに取り組み、
生涯現役を自ら確保する

ように活動します。 

③ 地域応援ボランティアの
登録制度を設け、町全体

で活動するボランティア

を育成します。 

④ 子どもとともに地域の文
化の伝承に取り組みま

す。 

⑤ 地域福祉活動の担い手と
なる人材を育成します。 

⑥ 自己キャリアを活かした
ボランティアリーダーを

発掘します。 

社協 
町 

社協 
町 

（2） 

福祉活動の

移動手段の

確保 

 

２ 

み
ん
な
が
思
い
や
り
の
心
を
持
っ
て
助
け
合
い
・
支
え
あ
え
る
仕
組
み
づ
く
り 

地
域
を
つ
な
ぐ 

思
い
や
り
の
心
が
育
む 

温
か
い
ま
ち 地域 

社協 
町 

① 地域福祉活動への参加を促
すために移動手段の確保を
図ることを検討します。 

地域 
社協 
町 

社協 
町 

① 総合福祉相談窓口を活用し
て地域の福祉ニーズに対応

します。 

② 福祉情報は広報紙や地区福
祉委員会などを通じて広く
周知を図ります。 
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（1） 

地域住民等

が集う拠点

の整備や既

存施設等の

活用 

 

基本理念 基本目標 
施策の

方向性 
取り組み 

取り組み 

主体 

３ 

み
ん
な
が
お
互
い
を
理
解
し
、
交
流
で
き
る
ま
ち
づ
く
り 

地
域
を
つ
な
ぐ 

思
い
や
り
の
心
が
育
む 

温
か
い
ま
ち 町 

① 町内を走る道路に歩道整
備を行うなど、車いすや押

し車で安心して安全に歩

行できる環境整備を検討

します。 

② 高齢者・障がい者が安全に
安心して生活できるため

に「バリアフリーのまち」

にしていきます。 

③ 子どもの遊び場となる近
くの公園のほか、居場所、

交流の場の整備などを検

討していきます。 

④ 地域福祉活動の拡大にも
対応できる活動拠点を確

保し、地域の交流を広げま

す。 

地域 
社協 
町 

地域 
町 
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Ⅴ 施策の方向と取り組み 

 

 

 

 みんなで安心して暮らすことができる地域をつくっていくために、地域が主となって

「支援が必要な人を支える地域づくり」「防災・防犯の推進」「地域の次世代育成の取り

組み」の 3つの方向をめざします。 

 

（1）支援が必要な人を支える地域づくり 

 支援が必要なひとり暮らし高齢世帯、低所得生活困窮世帯、ひとり親世帯、在宅

障がい者世帯等を対象に対する支援の地域活動に引き続き取り組むとともに、より

強固なものにしていきます。そのために次のような具体的な取り組みを実施します。 

 

① 地域と社会福祉協議会、町の間で地域福祉に関する情報提供・交換及び身近
な相談が可能な仕組みを堅持していきます 

民生委員・児童委員、地区福祉委員が身近な相談を受け、社協・町へとつな

ぎ支援を必要とする人にも支援する人にも情報が伝わり、安心して暮らすこと

ができる地域にしていきます。広報紙「かなん」「社協かなん」を通じて積極

的に情報発信を行います。 

 

② ひとり暮らし高齢世帯の見守り活動を継続して取り組みます 

ひとり暮らし高齢世帯の現状が把握できない、訪問に応じてくれないなどの

課題はありますが、ひきこもり高齢者にさせないよう支援し、見守っていきま

す。 

 

③ いきいきサロン等の集まりの場を確保し、交流・情報交換・相談・憩い等の
場になるよう支援を行います 

地域の活動拠点でいきいきサロンを開催し、ひとり暮らし 高齢者間の交流

を深め、情報交換等を行っています。より頻度高く取り組めるように努めます。 

 

④ 福祉サービス実施にあわせ、地域からの取り組み支援を行います 

福祉サービスの利用に至らない在宅障がい者の方や、ひとり親世帯の困りご

となど支援を必要とする人に対して、地域ぐるみで支えるように努めます。ま

た、制度の間にあり、サービスを受けられない人などに適切なサービスが受給

できるよう情報提供を行い、関係機関へつなげていきます。 

１．みんなで安心して暮らすことができる地域づくり 
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⑤ あらゆる人への権利擁護に取り組みます 

認知症高齢者や障がいのある方への日常生活自立支援及び成年後見制度利

用支援など、あらゆる人の権利擁護に努め、その内容について広く周知を図っ

ていきます。 

また、虐待防止施策においては、地域住民と虐待防止に向け、情報共有を含

めたネットワークづくりが必要です。 

       

（2）防災・防犯の推進 

地域の通学時の見守り活動は近年 5 年間の取り組みで比較的よく活動できてい

ると評価されています。引き続き地域が一体となって、防犯活動を推進します。 

また、町が策定した「地域防災計画」「避難行動要配慮者避難行動支援プラン」

に基づき、防災避難訓練に取り組むなど、自然災害などに対応出来るように取り組

み、安全安心なまちづくりの実現を図ります。 

 

① 災害緊急時の要配慮者の避難を支援する仕組みづくり、計画づくりに取り組
みます 

地域に居住する要援護者から、災害緊急時の避難支援を求めたいという意向

を受けるために、自主申告制度を導入し、避難支援の対象者を確定し、避難     

支援者、避難先、避難ルートを決めた「（仮称）緊急時要配慮者避難プラン」

を地域ごとに作成し、地域の避難訓練時に一緒に訓練に取り組みます。 

 

② 通学時の見守り活動、防犯パトロール活動をより推進していきます 

  見守り活動を通じて、子どもと朝の挨拶を交わすようになったというように

子どもの見守り活動は多くの実績をあげています。今後とも活動推進を図り、

次世代育成の活動の礎としていきます。 

 

③ 地域の防災プランを作成します 

     災害発生時の緊急避難は、町地域防災計画に基づき、地域は自主防災組織を

中心として、町の支援を受け、防災プランを作成します。 

  

④ 地域別に防災避難訓練の実施に取り組みます 

  避難支援を自己申告された要配慮者の避難支援を、地域住民の避難プランの

なかに位置づけ、実際に避難が可能かどうか避難訓練に臨み、訓練の効果を検

証します。 
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⑤  振り込め詐欺などに対する注意喚起や防犯カメラの活用・増設など防犯対

策の充実に努めます 

     地域の情報ネットワークや相談体制を整備し、振り込め詐欺などの注意喚起

を行い、防犯対策に努めます。 

また、地域の防犯カメラの活用や、新たにカメラを増設するなどにより、防

犯対策の充実を図ります。 

 

（3）地域の次世代育成の取り組み 

本町は子どもの人口が減少する傾向が続いていますが、「子どもが元気なまち」

「子どもは地域の宝」として健やかな次世代づくりに取り組む必要があります。 

 

① 地域の元気な高齢者などによるひとり親世帯の支援に取り組みます 

  子育て中のひとり親世帯は仕事、家事、子育てに孤軍奮闘しています。近所

に身内がいない場合はなおさらのことです。地域応援ボランティアに登録した

高齢者が「地域のおじいちゃんおばあちゃん」として日常生活の支援をするよ

うな制度があれば、河南町に住んでよかったと思える心強い支援になります。 

 

② こども会活動等を地域で支援し、世代間交流を深めます 

     休耕地を有効活用し、子どもたちと一緒に育て、芋煮会を開催するなど世代

間交流を図っている地域もあります。こども会活動等を地域全体で支援するこ

とで世代間交流を深めます。 
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地域が中心となって「みんなで安心して暮らすことができる地域づくり」に取り組

む中で、その地域を支えるために「情報提供・共有体制の充実」「福祉活動の移動手

段の確保」「地域活動の担い手づくり」が必要になります。 

 

（1）情報提供・共有体制の充実 

    近年の社会情勢等から必要とされる対策法が制定され運用されていますが、地

域の福祉ニーズに対応させ対策としていくためには総合福祉相談窓口が必要に

なっています。 

 

① 総合福祉相談窓口を活用して地域の福祉ニーズに対応します 

      地域で生じてくる課題はさまざまなつながりを持っており、総合的な観点が

必要になっています。社会福祉協議会の総合福祉相談窓口を活用して、子育て

支援、住宅セーフティネット法の活用、子ども・障がい者・高齢者虐待防止の

強化、自殺予防対策、低所得生活困窮世帯等の就労相談、再犯防止のための対

策等の相談や予防対策情報の把握に努め、必要に応じて各種専門機関につなげ

ます。 

 

② 福祉情報は広報紙や地区福祉委員会などを通じて広く周知を図ります 

地域の福祉向上のために、地域の住民に伝えていく必要のある福祉情報につ

いては、広報紙「かなん」「社協かなん」を通じて、また地域へ直接周知を図

るために、地区福祉委員などを通じて、周知を図っていきます。 

 

（2）福祉活動の移動手段の確保 

   支援を必要とする人が、いきいきサロン等の地域福祉活動に、移動手段がない

から参加できないということで、地区福祉委員等が自動車による送迎を行うこと

があります。運転者も送迎者も事故を起こした場合を考慮すると活動がしにくい

と考えています。 

 

① 地域福祉活動への参加を促すために移動手段の確保を図ることを検討します 

地域福祉活動への参加を促すためには参加高齢者の移動手段を確保する必

要があります。地域公共交通をはじめとする移動手段の確保について検討して

いきます。 

   

  

２．みんなが思いやりの心を持って助け合い・支えあう仕組みづくり 
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（3）地域活動の担い手づくり 

   地域福祉の分野は拡大しており、担い手不足が課題のひとつになっています。    

地域福祉の担い手を確保するために取り組みが必要になります。定年を迎えた高

齢者の方等は地域活動に参加する、趣味活動に取り組むなど生涯学習を求めてい

る人が多いです。元気に健康づくりに励み、生涯現役として地域を守る活動に参

加することが望まれます。 

そして地域の文化を次世代に引き継ぐ役割を担い、今までのキャリアを生かし

て地域福祉の担い手となっていく方向をめざします。 

 

① 老人会活動及び地域福祉活動へ積極的に参加します 

  元気で生涯現役で活躍を願う高齢者は老人会活動や地域活動に参加し、地域

コミュニティの維持に努め、地域を次世代へと継承していく義務を担います。 

 

② 健康づくりに取り組み、生涯現役を自ら確保するように活動します 

百歳体操や地域ウォーキングの普及に努め、介護予防の活動とし、仲間づく

りを図り、生涯現役の力を自らつけていきます。 

 

③ 地域応援ボランティアの登録制度を設け、町全体で活動するボランティアを
育成します 

     地域で活動するボランティアの人材育成は地域活動の担い手から確保して

いますが、地域によっては地域活動の担い手不足になっている地域もあります。

そのボランティアを確保するため、生涯現役の高齢者から地域応援ボランティ

アを育成する登録制度を設けることを検討します。 

 

④ 子どもとともに地域文化の伝承に取り組みます 

     地域の祭りや行事は長年、地域の歴史をつくり地域のコミュニティをつくり

上げてきました。次世代を担う子どもに伝え、地域の将来を担う子どもへと育

成していくために地域文化の伝承に取り組みます。 

 

⑤ 地域福祉活動の担い手となる人材を育成します 

定期講習会などを通じてボランティアとなる人材を育成し、地域福祉活動の

担い手を確保します。 

 

⑥ 自己キャリアを活かしたボランティアリーダーを発掘します 

地域には生涯現役を願い、社会貢献を願う高齢者がおられます。これらの方

のキャリアを生かしてボランティア活動の中心となるリーダーとして地域貢

献を行ってもらうために、人材発掘に取り組みます。 

 



 
57 

 

 

「みんなが思いやりの心を持って助け合い・支えあう仕組みづくり」の基盤づくり

として、「みんながお互いを理解し、交流できるまちづくり」をめざします。 

 

（1）地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 

日常生活を行う上での障壁を取り除き、誰もが安全かつ住みよい社会を作るた

めには、ノーマライゼーションの実現を目指す必要があります。 

地域の子どもたちは近くの公園などが限られた遊び場となっており、新たな子

どもの遊び場などの環境整備が必要です。 

また、地域間交流および世代間交流を促進し、地域における居場所の確保に努

めます。 

 

① 町内の道路に歩道整備を行うなど、車いすや手押し車で安心して安全に歩行
できる環境整備を検討します 

居住する地域を車いすや手押し車で自力で移動できることは、安心できる安

全なまちになります。町内の国道・府道などの主要幹線道路をはじめとする歩

道整備について、関係機関と協議を行い、環境整備に努めます。 

 

② 高齢者・障がい者が安全に安心して生活できるために「バリアフリーのまち」
にしていきます 

活動拠点となる公民館や集会所の施設のバリアフリー化を図るなど、活動し

やすい環境を確保し、地域福祉活動を促進させます。 

 

③ 子どもの遊び場となる近くの公園のほか、居場所、交流の場の整備などを検
討していきます 

子どもの遊び場となる近くの公園のほか、子どもたちが幅広く利用できるよ

うな居場所や交流の場など、学校開放などの施設や地域資源を最大限活用でき

るよう検討していきます。 

 

④ 地域福祉活動の拡大にも対応できる活動拠点を確保し、地域の交流の場を広
げます 

集会機能を有する公共施設を中心として、あらゆる人が集まり、情報交換で

きる場を創出することで、地域間交流及び世代間交流を促進し、地域における

居場所の確保に努めます。  

３．みんながお互いを理解し、交流できるまちづくり 
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Ⅵ 計画の推進方策 

 

１．地域福祉活動における役割 

 

地域福祉活動の主役は、地域で生活している住民自身です。住み慣れた地域で助

け合える地域社会を実現させていくには、身近な地域で住民の主体的な地域福祉が

推進されるとともに、住民と町、各関係機関が協働した取り組みが不可欠です。 

また、地域には多様なニーズが存在しており、それらのニーズに対応していくた

めには、地域の中で活動するボランティアや NPO、各種団体・関係機関、事業者

が地域福祉の重要な担い手となります。 

計画を推進していくにあたっては、地域福祉を担う主体がお互いに連携し、それ

ぞれの役割を果たしながら、地域全体が一体となって地域福祉活動を推進していく

ことが必要であり、その支援体制として、町と社会福祉協議会は連携・協力するこ

とで車の両輪となり、地域福祉活動に積極的な支援を行います。 

 

住民、ボランティア、NPOの役割 

 

住民一人ひとりが福祉に対する意識や認識を高め、地域社会の構成員の一人であ

ることを自覚することが大切です。そして、一人ひとりが自らの地域を知り、自ら

考え、地域で起こっている様々な問題を地域の中で解決していくための方策を話し

合い、地域福祉の担い手として声かけやあいさつ、見守りなど日常的な近隣同士の

交流を行うとともに、地域活動に積極的に参加していくことが大切です。 

さらに地区福祉委員の活動を補助するために日常的にボランティアとして地域

活動に参画する、あるいは組織として地域活動に参画するＮＰＯも今後、重要な役

割を担うことになります。 

 

民生委員・児童委員の役割 

 

民生委員・児童委員の役割は、地域の人々が自立して暮らすための様々な支援を

行うことによって、安心して暮らせるまちづくりを進めることです。民生委員・児

童委員は地域福祉の推進のため、社会福祉に関する活動を行う役割を担います。 

地域住民の身近な相談、様々な福祉施策やサービス内容の把握・周知、必要

なサービスが受けられるための援助、災害時など迅速な対応ができるよう、担

当区域内の実態把握、要援護者（世帯）の見守りや子育て支援など支援内容が

多分野にわたってくる中で、福祉・保健・医療・教育等さまざまな関係機関と

の連携・協力ができるよう身近な地域を基盤としたネットワークをつくり、高

齢者や障がい者をはじめ、誰もが利用しやすい環境づくりに推進します。 
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地区福祉委員会の役割 

 

町内５地域に地区福祉委員会を設置し、この委員会を基盤として援護を必要とす

る人、一人ひとりに対し地域住民が中心となり、保健・福祉・医療の関係者と協働

し、「支え合い」「助け合い」の活動を小地域ネットワーク推進活動として実施して

います。また、社会福祉協議会の地区実践活動組織として各種関係団体の連絡調整

を図り、協働してそれぞれの地区の実情にあわせた福祉問題に取り組むとともに、

河南町社会福祉協議会の内部組織として地区住民の福祉を増進する活動を行って

います。 

 

    コミュ二ティーソーシャルワーカーの役割 

 

コミュニティソーシャルワーカーの役割は、高齢・障がい・子ども等の属性や分

野に関係なく、また、既存の福祉サービスだけでは対応困難な福祉課題に対応する

ための地域福祉セーフティネットを地域の実情に応じて構築するため、その構築に

中核的な役割を担い、地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図るもので

す。また、地域福祉力（地域の様々な福祉課題を行政、専門職及び地域住民の協働

により解決していく力）の向上を目指すことを目的とすることで、地域福祉力が向

上し、当該地域における福祉課題への早期発見・早期対応能力をはじめ総合的な対

応能力を高める役割を果たしています。 

 

    社会福祉協議会の役割 

 

社会福祉協議会は、社会福祉法第１０９条において「地域福祉の推進を図ること

を目的とする団体」と定められている社会福祉法人で、社会福祉向上のため「民間」

の立場で相互の調整役として大きな役割を果たしています。 

そのため、地域福祉の推進を図る中核として位置づけられ、行政と協働して今回

の計画の推進役を担うとともに、その推進において住民や各種団体、行政との調整

役として大きな役割を担います。住民や地域活動団体等との話しあいの機会を持ち、

地域福祉推進の先導役を果たすこととなります。 

同時に、組織の充実及び機能強化をはじめ、地域の様々な課題・ニーズに即した

事業の展開と対応を図ります。 

 

事業者の役割 

 

地域社会の一員として福祉サービスや医療等を供給する主体として住民の多様

なニーズに応えるとともに、利用者の意向を十分に尊重し、サービスの質の向上に

努め、良質なサービスの提供、サービス利用者の保護、サービスの自己評価・第三

者評価や情報提供、地域社会との積極的な交流に努めることが求められます。 

また、企業は高齢者や障がい者などの就業機会の拡充に取り組むとともに、地域

でのボランティア活動などに取り組むことで、地域社会への貢献が期待されます。 
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町の役割 

 

これまで町が中心となって取り組んできた福祉サービスの提供は、今後も実態、

ニーズに即して着実に推進を図っていくことが求められます。地域福祉の円滑な推

進には、住民がその担い手となった主体的、積極的な取り組みが重視されるため、

住民の地域活動・福祉活動に対する助言等の他、積極的な支援に関わっていきます。 

住民及び事業者の地域活動に対し、その自発性を尊重し、住民が主体的に地域活

動に参加できるよう、多様な参加機会や情報の提供など、必要な支援を行います。 

また、住民、地域団体、ボランティア団体、NPO、教育委員会、企業などの地

域福祉活動、地域づくり・まちづくりへの参画の仕組みづくりを進めるとともに、

これらの団体等との協働・連携体制づくりに取り組み、これからの地域福祉の担い

手である関係者とのネットワークの構築に向けて、条件整備を図っていきます。 

 

２．計画の公表及び進行管理 

 

本計画は、福祉における総合的計画であるため、現状の課題や生活課題の解決に

向けたものであり、計画を推進するには、計画の進行管理と評価を行う体制を整備

する必要があります。 

また、地域福祉計画は、行政における各分野別の計画の基盤となることから、進

行管理にあたっては、それぞれの計画との整合性を図りながら推進します。 

 

（1）計画の公表と活用 

ひとりでも多くの住民に本計画の理念や視点、施策内容などを知ってもらい、理

解してもらうために、広報紙、ホームページなどを活用して周知に努めます。また、

住民や地域活動団体、事業所において本計画の理念、視点などが共有され、それぞ

れの地域福祉推進の仕組みづくりが検討されるよう働きかけます。 

 

（2）推進体制 

計画の推進は、横断的な連携が必要なことから、関係部署との連携を強化し、町

の総合計画をはじめとした各関連計画等に照らし合わせ、各計画について適切な執

行が行われているか進行管理に努め、検証を行います。 

また、各施策の展開について、地域に密着した取り組みを具体的に進め、点検と

評価を行います。 
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（3）住民との協働 

地域福祉の推進には協働のまちづくりが重要です。そのために、町と社会福祉協

議会を中心として、住民、民生委員・児童委員、地区福祉委員会、ボランティア、

ＮＰＯ、各種団体などの地域福祉の担い手が一体となり、取り組めるネットワーク

づくりを推進します。 

さらに、地域福祉を推進するため、世代間で交流を図りながら、地区別懇談会の

継続等を検討し、住民のニーズや地域福祉の現状把握に努めるとともに、地域住民

等の意見を反映しながら、計画の着実な推進を図ります。 

 

（4）評価と進行管理 

地域福祉は課題解決に向けて取り組むものであり、福祉ニーズへの的確な対応、

社会情勢や国の動向の変化に対応していくためにも計画の進行管理は「ＰＤＣＡサ

イクル」による「継続的改善」を基本に行います。 

 
 ＜ＰＤＣＡサイクル＞ 

     Ｐ⇒Ｄ⇒Ｃ⇒Ａの順に評価を行っていきます。 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の改善 

ACTION 

計画の策定 

PLAN 

計画の実施 

DO 

計画の評価 

CHECK 

P：計画 

C：評価 

D：実施 A：改善 
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参考-1 

用  語  集  
【あ】 

 

ＮＰＯ 
ＮonProfit Ｏrganization またはＮot-for-Ｐrofit Ｏrganization の略。民間

非営利組織のことをいう。営利を目的とせず、公益のために活動する民間団体の総

称。  
【か】 

 

協働 
住民・行政・企業など複数の主体が、それぞれの特性を認識し尊重し合い、資源

を出し合いながら、対等な立場で、地域の課題解決など共通の目的に向け、連携・

協力すること。 

 

権利擁護  
人間としての権利を保障すること。行政的には平成 18年度から市町村が設置す

る地域包括支援センターにおいて、相談窓口がおかれ公的に「権利擁護」を積極的

に支援を受けることができます。その内、成年後見制度や日常生活自立支援事業の

利用の支援等が重要となります。 

 

【さ】 

 

社会福祉協議会 
住民の福祉向上を目的として、地域住民、公私の福祉関係機関・団体により構成

された社会福祉法人。社会福祉法において、社会福祉協議会が地域福祉推進の核と

して位置づけられている。 

 

社会福祉法  
わが国における福祉サービスの基礎をなす法律。社会福祉の目的や理念、原則な

どを盛り込み、社会福祉事業の範囲や社会福祉協議会、福祉事務所、社会福祉主事、

社会福祉法人など、社会福祉の基礎構造に関する規定とともに、市町村地域福祉計

画などの作成その他の地域福祉の推進を図るための規定が定められている。 



 
参考-2 

成年後見制度  
認知症，知的障害，精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々は，不動産や

預貯金などの財産を管理したり，身のまわりの世話のために介護などのサービスや

施設への入所に関する契約を結んだり，遺産分割の協議をしたりする必要があって

も，自分でこれらのことをするのが難しい場合があります。また，自分に不利益な

契約であってもよく判断ができずに契約を結んでしまい，悪徳商法の被害にあうお

それもあります。このような判断能力の不十分な方々を保護し，支援するのが成年

後見制度です。 

 

【た】 

 

地域包括支援センター 
保健師、主任ケアマネジャー、社会福祉士の３職種が配置され、高齢者やその家

族からの相談、ケアプランの作成、介護予防の推進、介護者の支援、認知症支援、

高齢者の権利擁護などに取り組んでいる。 

 

【な】 

 

認知症 
個人のそれまでに発達した知能が、脳の後天性障がいにより持続的かつ比較的短

期間のうちに低下し、日常生活に支障をきたすようになること。大きく、脳血管性

のものとアルツハイマー病に区別される。 

 

日常生活自立支援事業 
認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち判断能力が不十分な方が地

域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの

利用援助等を行うもの。相談窓口は市町村で、実施主体は都道府県社会福祉協議会

となっている。 
  



 
参考-3 

【は】 

 

バリアフリー  
障がい者が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となる段差を取り除くこと。

広くは、障がい者の社会参加を困難にしている社会的、経済的、心理的なすべての

障壁の除去という意味で用いられる。 

 

ボランティア  
個人の自由な意思によって、金銭的対価を求めず、社会的貢献を行うこと、及び

それに携わる人のこと。ボランティア活動は、「自発性・無償性・利他性」を原則

としているが、学校教育等の一環としてのボランティアや有償ボランティアもある。 

 

【ま】 

 

民生委員児童委員 
民生委員法に基づき、厚生労働大臣が委嘱し、児童福祉法に定める児童委員も兼

ねている。職務は、地域住民の生活状態の把握、要援助者の自立への相談援助・助

言、社会福祉事業者または社会福祉活動者との密接な連携・活動支援、福祉事務所

その他の関係行政機関の業務への協力など。 

 

【わ】 

 

ワークショップ  
多様な価値や考え方を受け入れ、参加者の立場や年齢の違いに関わらず、誰もが

自由に意見を言いやすく、形式張らないよう工夫された会議の手法。住民参加型の

まちづくりなどで、発案及び合意形成のために使われる。    



 
参考-4 

河南町地域福祉計画策定委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、河南町附属機関設置条例（平成２５年河南町条例第１号。以下「附

属機関設置条例」という。）第３条の規定に基づき、河南町地域福祉計画策定委員会

（以下「委員会」という。）の組織、運営その他必要な事項を定めるものとする。 

（職務） 

第２条 委員会は、町長の諮問に応じて、附属機関設置条例別表に掲げる当該担任事務

について審議し、意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 １人 

(２) 福祉・医療・教育関係者 １４人以内 

(３) 住民 ３人以内 

(４) 行政機関 ２人以内 

３ 委員の任期は、委嘱の日から当該諮問のあった地域福祉計画の策定が終了するまで

とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任することができる。 

５ 町長は、委員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認める場合又は職務上の

義務違反その他反社会的な行為により委員としてふさわしくない行為があると認め

る場合は、第３項の規定にかかわらず、解嘱することができる。 

（会長） 

第４条 委員会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 
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（会議） 

第５条 委員会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（作業部会） 

第６条 委員会は、必要に応じて作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会に属する者等は、次に掲げる業務を担任する職員のうちから会長が指名す

る。 

(１) 高齢・介護・障がい・福祉のまちづくり等福祉関係業務 

(２) 子育て関係業務 

(３) 保健・健康づくり関係業務 

(４) 保険・老人医療・年金関係業務 

(５) 人権啓発関係業務 

(６) 学校教育・社会教育・人権教育関係業務 

(７) 防災関係業務 

(８) 社会福祉関係業務 

３ 作業部会に部会長を置き、会長が指名する職員がこれに当たる。 

４ 作業部会長は、部会の会務を掌理し、作業部会における審議の状況及び結果を委員

会に報告する。 

（意見の聴取等） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を

聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（報酬） 

第８条 委員の報酬及び費用弁償の額は、河南町報酬及び費用弁償条例（昭和３２年河

南町条例第４９号）の定めるところによる。 
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（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、地域福祉担当課において行う。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、町長が定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
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河南町地域福祉活動計画策定委員会設置要綱  
（目的） 

第１条 河南町社会福祉協議会（以下「社協」という。）は、地域住民の多様な福祉課題

解決を図るため、社協としての地域福祉における基本的な活動方針を明らかに

する河南町地域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）を、町民及び行政・

保健・福祉・医療等関係者の参画のもとに策定するため、河南町地域福祉活動

計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 策定委員会は、活動計画に関する調査及び研究、審議を行い、計画を策定する

ものとする。 

 

（組織） 

第３条 策定委員会の委員は、次の号に掲げる者のうちから、社協会長が委嘱する。 

１  学識経験者 

２ 地域福祉を目的とする団体及び事業者の代表 

３ 保健・医療・社会福祉専門職又は福祉施設の代表 

４ 当事者団体の代表 

５ 行政機関の代表 

６ その他会長が必要と認めた者 

 

（任期） 

第４条 策定委員の任期は活動計画策定の完了までとする。 

 

（委員長） 

第５条 策定委員会に、委員長１名及び副委員長１名を置く。 

２  委員長及び副委員長は策定委員の互選により選出する。 

３  委員長は、策定委員会を代表し、会務を統括する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるときは、その職務を代行する。 

  



 
参考-8 

（会議） 

第６条 策定委員会の会議は委員長が召集し、会議の議長となる。 

２  策定委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者に会議の出席を求め、その意見もし

くは説明を聴き、資料の提供を求めることができる。 

 

（作業委員会） 

第７条 策定委員会は、活動計画の策定に関して、作業の円滑な推進を図るため、作業

委員会を置くことができる。 

２  作業委員会は、別表に掲げる者で組織する。 

３  作業委員会に委員長 1名を置く。 

４  委員長は、作業委員会の会務を掌握する。 

５  作業委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、その議長となる。 

６  作業委員会は、必要のあるときは委員以外の者に会議の出席を求め、その意見も

しくは説明を聴き、資料の提供を求めることができる。 

 

（事務局） 

第８条 策定委員会・作業委員会の事務局は、社協に置く。 

 

（召集の特例） 

第９条 最初に召集される策定委員会・作業委員会は第６条第１項の規定及び第７条第

５項の規定にかかわらず社協会長が召集する。 

 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が定めるものとする。 

 

附則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 19年 3月 26日から施行する。 

 

 

 

 

 

 






